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２０１９年日本政府年次報告 

「同一価値労働についての男女労働者に対する同一報酬に関する条約（第１００号）」 

（２０１６年６月１日～２０１９年５月３１日） 

 
１．質問（ａ）について  

労働者が多様な働き方を選択できる社会を実現するため、日本政府は、２０１６年９月

に使用者側や労働者側のトップも参画する「働き方改革実現会議」を設置し、２０１７年

３月に「働き方改革実行計画」をとりまとめた。２０１８年６月には、この計画の内容を

踏まえて、必要な法改正を行うなど、措置を講じたところである（詳細は質問（ｂ）への

回答に記載したとおり）。 

 

２．質問（ｂ）について  

（１）２０１７年条約勧告適用専門家委員会のオブザベーションについて 

（ⅰ）第１条及び第２条。同一価値の労働。法令。 

・同一価値の労働に対する男女の同一報酬に関する権利を明確に確立する法令上の枠組み

について 

前回の日本政府年次報告に記載しているとおり、労働基準法第４条は「使用者は、労働

者が女性であることを理由として、賃金について、男性と差別的取扱いをしてはならない。」

と規定し、同条の違反に対しては罰則を設けている（同法第１１９条）。その具体的内容

は、①労働者が女性であることのみを理由として、あるいは、②社会通念として又は当該

事業所において女性労働者が一般的又は平均的に勤続年数が短いことを理由として、女性

労働者に対し賃金に差をつけることを違法としている。 

本条約によれば、どのような賃金制度を採用していたとしても、労働者が女性であるこ

とのみを理由として、賃金について男女差別的な取扱いをすることを禁止していれば本条

約の要請を満たしていると解される。そして、労働基準法第４条はまさにそのような取扱

いを禁止していることから、本条約の要請を満たしており、我が国では、批准以来、この

解釈を維持している。 

雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（１９７２年法律

第１１３号。以下「男女雇用機会均等法」という。）については、第６条において、労働

者の配置、昇進、降格及び教育訓練、住宅資金の貸付けその他これに準ずる福利厚生の措

置、労働者の職種及び雇用形態の変更、退職の勧奨、定年及び解雇並びに労働契約の更新

における性別を理由とした差別を禁止している。また第７条において、性別以外の事由を

要件とするこれらの措置のうち、実質的に性別を理由とする差別となるおそれがある措置

については、合理的な理由がある場合でなければ講じてはならないとしており、いわゆる

間接差別を禁止している。 

２０１６年４月１日から施行された「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」

（２０１５年法律第６４号。以下「女性活躍推進法」という。）は、前回の日本政府年次

報告に記載しているとおり、常時雇用する労働者数が３０１人以上の民間事業主に対し、

男女間賃金格差の主な要因である管理職比率や勤続年数の男女差を含めた自社の女性の活

躍状況について、把握・分析を行い、それらを踏まえた女性の活躍推進のための管理職比
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率等の数値目標の設定を含む行動計画の策定等を義務づけている。また、同法では、同じ

く常時雇用する労働者数が３０１人以上の民間事業主に対し、自社の女性の活躍状況につ

いて、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく一般事業主行動計画等に

関する省令（２０１５年厚生労働省令第１６２号）で規定する管理職比率や勤続年数の男

女差等の１４項目から１項目以上を選択して毎年公表することを義務づけている。全ての

女性が自らの希望に応じて個性と能力を発揮できる社会の実現に向け、女性活躍を更に推

進するため、これらの義務対象を常時雇用する労働者１０１人以上の事業主へ拡大するこ

と等を内容とする女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する法

律（２０１９年法律第２４号。）が第１９８回通常国会において成立した。   

また、日本政府は、一般事業主行動計画（以下「行動計画」という。）の策定や目標達

成を促進する助成金制度や、行動計画の策定を支援する事業を引き続き実施し、女性の活

躍に取り組む企業を支援している。 

現行の女性活躍推進法の規定における、行動計画策定義務対象である常時雇用する労働

者が３０１人以上の事業主の届出率は、２０１８年１２月末時点で９９．３％となってお

り、制度の浸透と定着がみられる。また、現在は行動計画の策定が努力義務である、常時

雇用する労働者が３００人以下の事業主については、届出数は同時点で５，６８１社とな

っており、中小企業においても一定の取組がみられるところ、今回の法改正により計画的

なＰＤＣＡサイクルを促す行動計画の策定や、求職者の職業選択に資する情報公表等に、

より多くの事業主が取り組むこととなり、管理職に占める女性比率の上昇や勤続年数の男

女間格差の縮小が進み、男女間賃金格差の縮小にもつながるものと日本政府は考えている。 

現状では、民間企業の課長級以上の役職者に占める女性の割合は２０１５年に８．７％

であったところ、２０１８年には９．９％まで上昇している。また、男女間賃金格差も着

実に縮小してきており、２０１５年には男性の賃金を１００とした場合の女性の賃金比（時

間あたり）は７３．６であったところ、２０１７年には７４．７となっている（別添１参

照）。 

なお、女性活躍推進法に基づき策定する行動計画に「男性の賃金に対する女性の賃金の

比率」のデータを加えることを検討することという委員会の要請に対しては、以下のとお

り考えている。 

女性活躍推進法に基づく行動計画においては、前述のとおり、まず自社の女性の活躍状

況について把握を行うことを義務づけているが、その中で男女の賃金の差異については、

事業主が必要に応じて状況把握を行う項目となっている。また、男女間賃金格差の主な要

因である管理職比率や勤続年数の男女差を含めた自社の女性の活躍状況については状況把

握を義務づけており、それらの状況把握・分析を踏まえ女性の活躍推進のための管理職比

率等の数値目標の設定を行うこととしている。 

 

・ 雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保のための法令の整備について 

労働者が多様な働き方を選択できる社会を実現するため、我が国では、２０１６年９月

に使用者側や労働者側のトップも参画する「働き方改革実現会議」を設置し、２０１７年

３月に「働き方改革実行計画」をとりまとめた。この計画では、非正規雇用労働者の処遇

改善や長時間労働の是正をはじめとする労働制度の改革の方向性等を示しており、２０１

８年６月には、この計画の内容を踏まえて、必要な法改正を行った。 
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その一部として、同一企業内における正規雇用労働者と非正規雇用労働者の不合理な待

遇差を解消し、どのような雇用形態を選択しても待遇に納得して働き続けられるよう、パ

ートタイム労働者、有期雇用労働者及び派遣労働者について、①不合理な待遇差（基本給、

賞与、手当等の全ての待遇差）を解消するための規定の整備、②労働者に対する待遇に関

する説明義務の強化、③①や②の義務に関する行政による履行確保措置及び裁判外紛争解

決手続（行政ＡＤＲ）の整備を内容とする法改正を行った。 

日本政府としては、非正規雇用労働者として働く方の待遇改善をさらに徹底することは、

男女間の賃金格差の是正にも資するものであると考えている。 

 

・ 性別職域分離について 

男女雇用機会均等法第５条及び第６条において、労働者の募集、採用、配置、昇進、降

格、教育訓練等における性別を理由とする差別を禁止するとともに、第７条において、い

わゆる間接差別を禁止しており、水平的及び垂直的性別職域分離の解消に取り組んでいる。 

また、前述の女性活躍推進法に基づく状況把握においては、雇用管理区分ごとの女性の

採用割合等とともに管理職に占める女性労働者の割合等を把握することを事業主に求めて

おり、この点においても水平的及び垂直的な性別職域分離に取り組んでいる。 

 

（ⅱ）非正規雇用：パートタイム及び有期雇用。  

・ 客観的職務評価について 

これまでの日本政府年次報告において述べたとおり、我が国においても、基本給の決定

において職務給的要素を加味する企業もあるが、職務給を設けている場合でも部分的に職

能給と職務給を組み合わせるなど配慮し、完全に職務給となっている企業は少ないと考え

られる。 

このことから、一時点の職務内容により賃金を決定する客観的職務評価方法は我が国の

賃金制度にはなじまないものと考えられる。 

このような現状を踏まえ、２０１３年の日本政府年次報告においても述べたとおり、「変

化する賃金・雇用制度の下における男女間賃金格差に関する研究会」報告書では、能力評

価の形で行われる人事評価の際に、評価者によって偏りが生じたり、一方の性に不利にな

らないよう、明確で公正かつ客観的な基準を設定し、その基準や結果を労働者に開示する

ことにより、労働者の納得性を高め、公正・明確・透明な制度を構築することが重要であ

るとしており、これを受けて作成された、「男女間の賃金格差解消に向けた労使の取組支

援のためのガイドライン」では、労使が賃金制度を見直すための視点として①公正・明確

かつ客観的な賃金・雇用管理制度の設計とその透明性の確保、②配置や仕事配分、人材育

成など、賃金・雇用管理の運用面における取り扱いの見直し、改善、③過去の性差別的な

雇用管理や、職場に根強く残る固定的な男女の役割分担意識によって事実上生じている格

差を解消するための取組（ポジティブ・アクション）、の３点を盛り込み、企業の自主的

かつ積極的な見直しを促しているところである。 

また、当該ガイドラインをより利用しやすいものに改善するとともに、その普及を図る

ために、２０１１年度からは、各業界の使用者団体と労働組合双方の参加による検討を経

て、業種ごとの雇用管理の実態の特徴を踏まえ、「業種別『見える化』支援ツール」（以
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下「見える化ツール」という。）と、見える化ツールの活用法を紹介する「ポジティブ・

アクションを推進するための業種別『見える化』支援ツール活用マニュアル」を作成・普

及している。 

見える化ツールについては、２０１４年度までに百貨店業、スーパーマーケット業、情

報サービス業、地方銀行業、製造業（加工食品（冷凍食品等）分野）、製造業（電機・電

子・情報通信分野）、製造業、旅行業、クレジット業、建設業、信用金庫業、貿易業の１

２業種について作成している。 

男女雇用機会均等法においては、（ⅰ）で述べたとおり、性別を理由とした配置、昇進、

降格等における差別を禁止している。その上で、女性活躍推進法においては、事業主は自

社の評価・登用や多様なキャリアコースについて必要に応じて状況把握を行うこととして

いる。また、女性活躍推進法については、現在常時雇用する労働者３０１人以上の事業主

に１項目以上の公表を求めている情報公表項目を「職業生活に関する機会の提供に関する

実績」と「職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備に関する実績」に関する

項目に区分し、各区分から１項目以上公表することとする等の内容の改正法が第１９８回

通常国会において成立したところであり、求職者の職業選択に資する情報公表を推進する

こととしている。 

また、職務評価については、前回の日本政府年次報告で述べたパートタイム労働者と正

社員の仕事を点数化して比較する「要素別点数法による職務評価の実施ガイドライン」を

２０１９年３月に改訂し、パートタイム労働者に加えて有期雇用労働者を雇用する事業主

も活用できるよう対象を拡大し、表題を「職務評価を用いた基本給の点検・検討マニュア

ル」に変更した。なお、これは（ⅰ）で述べた「同一企業内における正規雇用労働者と非

正規雇用労働者の不合理な待遇差の解消」に向け、企業が自社の賃金制度の点検・検討を

行う際の有効な手法として、周知しているところである。日本政府としては、その内容に

ついてＷｅｂサイトで情報提供するとともに、事業主向けセミナーの実施等による普及啓

発やコンサルタントによる導入支援を行っている。 

 

・ 公的部門及び民間部門における正規雇用及び非正規雇用の分類横断的な報酬水準の調

整のための措置について 

前回の日本政府年次報告にも記載しているように、国家公務員の給与は、国家公務員法

第６２条に基づいて職務給の原則により決定しており、同法第２７条により給与決定に

当たり性別による差別を行うことは禁止されている。具体的には、国家公務員の給与は、

一般職の職員の給与に関する法律により、性別にかかわりなく、官職の職務と責任に基

づいて決定されるよう、職務の種類に応じ共通の俸給表が適用されるほか、同法及び同

法に基づく人事院規則により、給与に関する詳細な共通の基準が定められている。 

委員、顧問、参与等以外の非常勤職員の給与については、一般職の職員の給与に関する

法律第２２条第２項の規定に基づき、各庁の長が、常勤の職員の給与との権衡を考慮して

支給することとされている。 

地方公務員の給与についても、国家公務員と同様、地方公務員法第２４条第１項に基づ

いて職務給の原則により決定しており、同法第１３条により給与決定に当たり性別による

差別を行うことは禁止されている。具体的には、地方公務員の給与は、各地方公共団体の
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条例により、性別にかかわりなく、職務と責任に基づいて決定されるよう、職務の種類に

応じ共通の給料表が適用されるほか、条例及び条例に基づく規則等により、給与に関する

詳細な共通の基準が定められている。 

 民間部門については、（ⅰ）で述べたとおり、日本政府は、雇用形態にかかわらない公

正な待遇の確保のため、２０１８年６月に必要な法改正を行った。日本政府としては、パ

ートタイム労働者、有期雇用労働者及び派遣労働者について、正規雇用労働者との間での

不合理な待遇差をなくすための規定の整備等を行うことは、正規雇用及び非正規雇用との

間での報酬水準の調整を促進することにも資すると考えている。 

 

・ 正規労働者と非正規労働者の雇用に関する新たなガイドラインの策定について 

厚生労働省は、正規雇用労働者と非正規雇用労働者との間の不合理な待遇差の解消に関

し、２０１８年１２月に「短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇

の禁止等に関する指針（２０１８年厚生労働省告示第４３０号。いわゆる「ガイドライン」）」

を策定した。本ガイドラインは、正規雇用労働者と非正規雇用労働者との間で待遇差が存

在する場合に、いかなる待遇差が不合理と認められ、いかなる待遇差は不合理でないのか

等の原則となる考え方と具体例を待遇ごとに示すものである。本ガイドラインの写しにつ

いては別添２のとおり。本ガイドラインは、厚生労働省のウェブサイトやリーフレット等

において周知を行っている。日本政府は、短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の

改善等に関する法律や本ガイドラインの施行を通じて、今後とも、非正規雇用労働者の待

遇改善に取り組んでいく。 

 

・ 女性の正規雇用への就職及び再就職の機会を改善するための措置について  

女性の正規雇用への就職及び再就職の機会を改善するための措置としては、（ⅰ）で述

べた女性活躍推進法による取組のほか、例えば、以下の取組が挙げられる。 

女性が出産・子育てをしながら働き続けることができる環境を整備するため、育児・介

護休業法による育児休業や育児短時間勤務制度等の両立支援制度を取得しやすい職場環境

整備を行っている。 

また、マザーズハローワーク等における子育て女性等に対するきめ細かな就職支援の実

施や、公的職業訓練における託児サービス付き職業訓練の実施に取り組んでいる。 

さらに、日本政府は、配偶者手当のあり方の検討も行っている。パートタイム労働者と

して働く配偶者の就業調整につながる配偶者手当について、配偶者の働き方にとって中立

的な制度となるよう見直しを進めるために、日本政府は、２０１５年１２月に「女性の活

躍促進に向けた配偶者手当の在り方に関する検討会」を設置した。同検討会は、２０１６

年３月にかけて３回開催され、配偶者を対象とした手当に関する見直しが実施・検討され

た企業の事例等を紹介する報告書をとりまとめた。その後、２０１７年度税制改正におい

て配偶者控除等の見直しが行われたこと等も踏まえ、リーフレットを改訂するとともに、

２０１８年１月にモデル就業規則の配偶者手当に関する記載を改訂した。このモデル就業

規則も活用しながら、企業における配偶者手当の在り方の検討に関し考慮すべき事項等に

ついて、事業主に対してリーフレット等により周知を行っている。 
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・臨時雇用、派遣、パートタイム労働、有期雇用、無期フルタイム雇用における男女の参

加及び給与水準に関する統計について 

 臨時雇用労働者、派遣労働者、パートタイム労働者、有期雇用労働者、無期雇用労働者

の雇用者数については別添３のとおり。 

 また、臨時雇用労働者、無期雇用労働者、有期雇用労働者の男女間所定内給与格差（時

間当たり）については、別添４のとおり。派遣労働者及びパートタイム労働者の男女間所

定内給与格差に関する統計はない。 

 

（ⅲ）パートタイム労働。 

短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（以下「パートタイム労働法」という。）

第８条は、雇用するパートタイム労働者の待遇と通常の労働者の待遇との相違が、職務内

容、職務内容・配置の変更範囲、その他の事情を考慮して、不合理と認められるものであ

ってはならないとしている。 

２０１６年パートタイム労働者総合実態調査によると、２０１５年４月１日のパートタ

イム労働法改正を機に実施した措置があると回答した事業所３９．４％のうち、パートの

賃金等処遇を正社員との均等・均衡を考慮して見直した割合は３０．７％となっている。 

なお、パートからフルタイム、有期から無期に転換した労働者に関する男女別の統計は

ない。 

連合が地方公共サービスにおける職務の分類に関して提起した問題に対処するための措

置について、総務省としては、これまで２００９年、２０１４年に通知を発出し、適正な

任用及び処遇を含めた勤務条件の確保に向けて必要な助言を行ってきた。２０１７年には

地方公務員法及び地方自治法の一部改正を行い、臨時・非常勤職員の任用の適正化を図っ

た。具体的には、特別職の任用及び臨時的任用の適正を確保し、並びに一般職の非常勤職

員の任用等に関する制度の明確化を図るとともに、一般職の非常勤職員に対する給付につ

いて規定の整備を行った（２０２０年４月１日施行）。 

今後は、引き続き臨時・非常勤職員の職務の内容等に応じた必要な処遇の確保に取り組

んでいくとともに、改正法の施行に向けた必要な取組を進めていくこととしている。 

 

（ⅳ）コース別雇用管理制度。 

中心的なキャリアコースにおける女性の割合について、男女雇用機会均等法においては、

労働者の性別にかかわりなく均等な機会を与えなければならないことを規定している。そ

の上で、女性活躍推進法においては、常時雇用する労働者数が３０１人以上の事業主に対

して、雇用管理区分ごとの女性労働者割合を把握しその課題について分析することを義務

付けており、必要に応じて把握・分析を行う項目として雇用管理区分ごとの採用における

男女の競争倍率や、職種や雇用形態の転換実績等を定めている。また、女性活躍推進法に

ついては、（ⅱ）で述べたとおり、常時雇用する労働者３０１人以上の事業主に「職業生

活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備に関する実績」に関する項目から１項目以

上公表することとする等の内容の改正法が第１９８回通常国会において成立したところで

あり、女性の職業生活と家庭生活との両立支援を一層促進することで、女性労働者がその

有する能力を有効に発揮しつつ就労できる環境整備を行っている。 
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２０１７年に行った調査によると、１０人以上の企業においてコース別雇用管理制度を

導入しているのは６．５％である。それらの企業における正社員・正職員総合職のうちの

女性割合は１５．１％となっている。 

 キャリアパス間での客観的職務評価を促進するための措置については、前述のとおり、

客観的職務評価は我が国の賃金制度になじまないものと考える。 

 転勤要件については、（２）（ⅱ）において回答する。 

 

 

（２）２０１７年条約勧告適用専門家委員会のダイレクトリクエストについて 

 （ⅰ）第１条。条約適用の進展：男女の賃金格差  

 （１）（ⅱ）において述べているとおり、国家公務員の給与は、国家公務員法第６２

条に基づいて職務給の原則により決定しており、同法第２７条により給与決定に当たり

性別による差別を行うことは禁止されている。具体的には、国家公務員の給与は、一般

職の職員の給与に関する法律により、性別にかかわりなく、官職の職務と責任に基づい

て決定されるよう、職務の種類に応じ共通の俸給表が適用されるほか、同法及び同法に

基づく人事院規則により、給与に関する詳細な共通の基準が定められている。 

よって、性別の差異に基づく異なる給与上の取扱いをしているものではない。 

また、地方公務員の給与についても、地方公務員法第２４条第１項に基づいて職務給

の原則により決定されており、同法第１３条により給与決定に当たり性別による差別を

行うことは禁止されていることから、地方公務員の給与は、性別にかかわりなく、同一

の基準により、職務と責任に基づいて決定されている。 

 さらに、前回の日本政府年次報告に引き続き下記の統計情報を提供する。 

（ａ）一般労働者の男女間所定内給与格差（時間当たり）の推移（別添１） 

（ｂ）産業別男女間所定内給与格差（時間当たり）（別添５） 

（ｃ）職種別男女間所定内給与格差（時間当たり）（別添６） 

（ｄ）一般労働者（フルタイム）の産業計平均勤続年数（別添７） 

（ｅ）役職別管理職に占める女性割合の推移（企業規模１００人以上）（別添８） 

別添１によれば、２０１５年には男性の賃金を１００とした場合の女性の賃金比は７

３．６であったところ、２０１７年には７４．７となっている。 

また、別添５のとおり、産業別の男女間所定内給与格差（時間当たり）については、

産業計の男性の賃金を１００とした場合の女性の賃金比は７４．７となっているが、「金

融業、保険業」で６２．７、一方「運輸業、郵便業」で８１．７など、産業によってば

らつきがみられる。 

職業別の男女間賃金格差については、別添６のとおり、例えば高校学校教員で男性の

賃金を１００とした場合の女性の賃金比は８８．７である。 

一般労働者（フルタイム）の産業計平均勤続年数については、別添７のとおり、１９

９０年代には５．２年の男女差があったものの、女性の勤続年数が延びたことにより、

２０１７年には４．１年にまで縮小した。 

役職別管理職に占める女性の割合（企業規模１００人以上）については、別添８のと

おり、年々上昇しており、２０１８年における課長級以上の役職に占める女性の割合は
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９．９％となっている。 

ただし、別添８を除く上記の統計については、有期契約労働者についても含んだ数値

となっている。 

なお、公共部門における男女間賃金格差に関する統計はない。 

 

 （ⅱ）第１条及び第２条。法令。間接差別。 

 前回の日本政府年次報告に記載しているとおり、間接差別については、男女雇用機会

均等法において、合理的理由がない場合に間接差別として違法とされる措置として、公

労使三者構成の審議会においてコンセンサスの得られた３つの措置を厚生労働省令（船

員については国土交通省令）として定めている。当該省令の該当部分は以下のとおり。

（船員に関する男女雇用機会均等法施行規則にも同様の規定がある。） 

 

雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律施行規則（１９８

６年労働省令第２号） 

第二条 法第七条の厚生労働省令で定める措置は、次のとおりとする。 

一 労働者の募集又は採用に関する措置であつて、労働者の身長、体重又は体力に関

する事由を要件とするもの 

二 労働者の募集若しくは採用、昇進又は職種の変更に関する措置であつて、労働者

の住居の移転を伴う配置転換に応じることができることを要件とするもの 

三 労働者の昇進に関する措置であつて、労働者が勤務する事業場と異なる事業場に

配置転換された経験があることを要件とするもの 

 

また、当該省令の写しは別添９のとおり。 

当該省令の第２条第２号において、転勤要件を禁止しており、具体的には労働者の募

集若しくは採用、昇進又は職種の変更及び労働者の昇進に当たって、転勤要件を設ける

ことについて、合理的な理由がある場合でなければこれを講じてはならないとしている。 

当該条項については、当初は対象を総合職に限っていたところ、２０１４年に全労働

者に拡大したことで、特に女性の柔軟な職種転換が可能になったと考えている。 

また、合理的な理由の有無については、個別具体的な事案ごとに、総合的に判断が行

われるものであるが、合理的な理由がない場合としては、例えば、次のようなものが考

えられる。 

例１）広域にわたり展開する支店、支社等がなく、かつ、支店、支社等を広域にわたり

展開する計画等もない場合 

例２）広域にわたり展開する支店、支社等はあるが、長期間にわたり、家庭の事情その

他の特別な事情により本人が転勤を希望した場合を除き、転居を伴う転勤の実態がほ

とんど無い場合 

 

２０１８年８月から１２月までの労働政策審議会雇用環境・均等分科会における議論

では、新たな判例が出ていないこと等を踏まえ、間接差別の対象をさらに拡大するとの

結論には至らなかった。 
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 （ⅲ）第３条。客観的職務評価  

国家公務員については、前回までの日本政府年次報告にも記載しているように、国家

公務員法第６２条により法定されている職務給の原則は、この前提となる職務評価につ

いて、一般職の職員の給与に関する法律第６条第３項及び人事院規則９―８（初任給、

昇格、昇給等の基準）第３条に基づき、人事院が定める標準職務表に掲げる標準的な職

務とその複雑、困難及び責任の度が同程度の職務は、それぞれの職務の級に分類される

ことにより行われることとされており、その内容については公表されている。 

地方公務員についても、地方公務員法第２４条第１項により法定されている職務給の

原則は、この前提となる職務評価について、地方公務員法第２５条、各地方公共団体の

条例、規則等に基づき、等級別基準職務表に掲げる基準となるべき職務とその複雑、困

難及び責任の度が同程度の職務は、それぞれの職務の級に分類されることにより行われ

ることとされており、その内容については公表されている。 

民間部門については、（１）（ⅱ）を参照。 

 また、質問（ｂ）への回答で述べたとおり、男女雇用機会均等法第６条及び第７条に

おいて、労働者の配置、昇進、降格及び教育訓練のほか、住宅資金の貸付けその他これ

に準ずる福利厚生の措置における差別及び間接差別を禁止しており、都道府県労働局雇

用環境・均等部（室）において、２０１７年度、同条関係で事業主に対して３０件の指

導を行っている。さらに、２０１７年に全国の労働基準監督機関において、１３５，７８

５件の定期監督等が実施され、うち労働基準法第４条違反として指導が行われた件数は５

件である（質問（ｃ）への回答参照）。 

 男女間の賃金格差解消に向けた労使の取組支援のためのガイドラインについては、

（１）（ⅱ）を参照。また、当該ガイドラインについては厚生労働省ＨＰへの掲載、パ

ンフレットによる周知等の取組により、利用の促進を図っている。 

 

（ⅳ）実施。 

条約の原則の尊重を確保するための手続については、男女雇用機会均等法に関しては、

都道府県労働局雇用環境・均等部（室）（船員については地方運輸局海上安全環境部、

海事振興部）における相談、指導及び紛争解決援助等を実施することにより担保されて

いると考えている。 

法の施行状況について、２０１８年における労働基準法第４条違反の主な事例として、

以下については、性別によって取扱いが異なるとして、労働基準監督官が是正を勧告し

た。 

（ａ）女性という理由で男性より低い時給額で賃金を支給しているもの 

（ｂ）手当について、女性という理由で女性労働者のみ不支給とするもの 

前回の日本政府年次報告で述べたとおり、労働基準監督官は、事業場等に対し必要な

書類の提出を求め、又は使用者や労働者に対し尋問を行うことにより、事業場における

賃金の取扱いについて詳細に調査した結果、当該事業場における賃金の差が、労働者が

女性であることを理由とするものか、職務、能率、技能等の差によるものであるかどう

か等を確認し、同条違反である場合には必要な指導を実施しているところである。なお、
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船員については船員労務官によって指導等が行われている。 

本条約の原則に関係する労働基準法第４条に基づく判決に関する情報については、「４．

質問（ｃ）について」において回答する。  

   

 

３．質問（ｃ）について  

前回の日本政府年次報告において情報提供した、「東和工業事件」については、二審の

高裁において原告（労働者）一部勝訴、最高裁において上告が棄却され、高裁の判決が

確定した。２０１７年に全国の労働基準監督機関において、１３５，７８５件の定期監

督等が実施され、うち労働基準法第４条違反として指導が行われた件数は５件である。 

船員労務官による船舶及び事業場の監査（２０１６年４月１日から２０１８年３月３

１日まで９，５１８件）において、男女同一賃金の原則に係る違反は発見されなかった。 

 

 

４．質問（ｄ）について 

  本報告の写を送付した代表的労使団体は、下記のとおり。 

  （使用者団体）一般社団法人 日本経済団体連合会 

  （労働者団体）日本労働組合総連合会 

 

５．質問（ｅ）について 

２０１６年２月８日付全石油昭和シェル労働組合の見解、同年５月２４日付全国生協労

働組合連合会の見解及び同年１０月３日付全国労働組合連合の見解を添付する（別添１２

～１４） 



（別添１） 

 

○ 一般労働者の男女間所定内給与格差（時間当たり）の推移 

 

 
 

（備考） 

１．出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」より作成。 

２．各年の男性一般労働者の１時間あたり平均所定内給与額を 100 とした、女性一般労働者の１

時間あたり平均所定内給与額の割合。 

 

 



 

1 

 

○厚生労働省告示第 430号 

労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律

（昭和 60 年法律第 88 号）第 47 条の 11 及び短時間労働者及び有期雇用労働者

の雇用管理の改善等に関する法律（平成５年法律第 76 号）第 15 条第１項の規

定に基づき、短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の禁

止等に関する指針を次のように定め、平成 32年４月１日から適用する。ただし、

働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成 30年法律第 71

号）附則第３条第１項に規定する中小事業主については、短時間・有期雇用労働

者に係る規定は、平成 33年４月１日から適用する。 

  平成 30年 12月 28日 

厚生労働大臣  根本  匠 

 

短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の禁止等に

関する指針 

 

目次 

 第１ 目的 

 第２ 基本的な考え方 

 第３ 短時間・有期雇用労働者 

  １ 基本給 

  ２ 賞与 

  ３ 手当 

  ４ 福利厚生 

  ５ その他 

 第４ 派遣労働者 

  １ 基本給 

  ２ 賞与 

  ３ 手当 

  ４ 福利厚生 

  ５ その他 

 第５ 協定対象派遣労働者 

  １ 賃金 

  ２ 福利厚生 

  ３ その他 

 

 

（別添２）



 

2 

 

第１ 目的 

この指針は、短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する

法律（平成５年法律第 76号。以下「短時間・有期雇用労働法」という。）第８

条及び第９条並びに労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保

護等に関する法律（昭和 60年法律第 88 号。以下「労働者派遣法」という。）

第 30 条の３及び第 30 条の４に定める事項に関し、雇用形態又は就業形態に

関わらない公正な待遇を確保し、我が国が目指す同一労働同一賃金の実現に向

けて定めるものである。 

我が国が目指す同一労働同一賃金は、同一の事業主に雇用される通常の労働

者と短時間・有期雇用労働者との間の不合理と認められる待遇の相違及び差別

的取扱いの解消並びに派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者との間

の不合理と認められる待遇の相違及び差別的取扱いの解消（協定対象派遣労働

者にあっては、当該協定対象派遣労働者の待遇が労働者派遣法第 30 条の４第

１項の協定により決定された事項に沿った運用がなされていること）を目指す

ものである。 

もとより賃金等の待遇は労使の話合いによって決定されることが基本であ

る。しかし、我が国においては、通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び

派遣労働者との間には、欧州と比較して大きな待遇の相違がある。政府として

は、この問題への対処に当たり、同一労働同一賃金の考え方が広く普及してい

るといわれる欧州の制度の実態も参考としながら政策の方向性等を検証した

結果、それぞれの国の労働市場全体の構造に応じた政策とすることが重要であ

るとの示唆を得た。 

我が国においては、基本給をはじめ、賃金制度の決まり方には様々な要素が

組み合わされている場合も多いため、まずは、各事業主において、職務の内容

や職務に必要な能力等の内容を明確化するとともに、その職務の内容や職務に

必要な能力等の内容と賃金等の待遇との関係を含めた待遇の体系全体を、短時

間・有期雇用労働者及び派遣労働者を含む労使の話合いによって確認し、短時

間・有期雇用労働者及び派遣労働者を含む労使で共有することが肝要である。

また、派遣労働者については、雇用関係にある派遣元事業主と指揮命令関係に

ある派遣先とが存在するという特殊性があり、これらの関係者が不合理と認め

られる待遇の相違の解消等に向けて認識を共有することが求められる。 

今後、各事業主が職務の内容や職務に必要な能力等の内容の明確化及びその

公正な評価を実施し、それに基づく待遇の体系を、労使の話合いにより、可能

な限り速やかに、かつ、計画的に構築していくことが望ましい。 

通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者との間の不合理と認

められる待遇の相違の解消等に向けては、賃金のみならず、福利厚生、キャリ
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ア形成、職業能力の開発及び向上等を含めた取組が必要であり、特に、職業能

力の開発及び向上の機会の拡大は、短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者の

職業に必要な技能及び知識の蓄積により、それに対応した職務の高度化や通常

の労働者への転換を見据えたキャリアパスの構築等と併せて、生産性の向上と

短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者の待遇の改善につながるため、重要で

あることに留意すべきである。 

このような通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者との間の

不合理と認められる待遇の相違の解消等の取組を通じて、労働者がどのような

雇用形態及び就業形態を選択しても納得できる待遇を受けられ、多様な働き方

を自由に選択できるようにし、我が国から「非正規」という言葉を一掃するこ

とを目指す。 

 

第２ 基本的な考え方 

 この指針は、通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者との間

に待遇の相違が存在する場合に、いかなる待遇の相違が不合理と認められるも

のであり、いかなる待遇の相違が不合理と認められるものでないのか等の原則

となる考え方及び具体例を示したものである。事業主が、第３から第５までに

記載された原則となる考え方等に反した場合、当該待遇の相違が不合理と認め

られる等の可能性がある。なお、この指針に原則となる考え方が示されていな

い退職手当、住宅手当、家族手当等の待遇や、具体例に該当しない場合につい

ても、不合理と認められる待遇の相違の解消等が求められる。このため、各事

業主において、労使により、個別具体の事情に応じて待遇の体系について議論

していくことが望まれる。 

 なお、短時間・有期雇用労働法第８条及び第９条並びに労働者派遣法第 30

条の３及び第 30 条の４の規定は、雇用管理区分が複数ある場合であっても、

通常の労働者のそれぞれと短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者との間の不

合理と認められる待遇の相違の解消等を求めるものである。このため、事業主

が、雇用管理区分を新たに設け、当該雇用管理区分に属する通常の労働者の待

遇の水準を他の通常の労働者よりも低く設定したとしても、当該他の通常の労

働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者との間でも不合理と認められる

待遇の相違の解消等を行う必要がある。また、事業主は、通常の労働者と短時

間・有期雇用労働者及び派遣労働者との間で職務の内容等を分離した場合であ

っても、当該通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者との間の

不合理と認められる待遇の相違の解消等を行う必要がある。 

さらに、短時間・有期雇用労働法及び労働者派遣法に基づく通常の労働者と

短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者との間の不合理と認められる待遇の相
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違の解消等の目的は、短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者の待遇の改善で

ある。事業主が、通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者との

間の不合理と認められる待遇の相違の解消等に対応するため、就業規則を変更

することにより、その雇用する労働者の労働条件を不利益に変更する場合、労

働契約法（平成 19年法律第 128号）第９条の規定に基づき、原則として、労

働者と合意する必要がある。また、労働者と合意することなく、就業規則の変

更により労働条件を労働者の不利益に変更する場合、当該変更は、同法第 10

条の規定に基づき、当該変更に係る事情に照らして合理的なものである必要が

ある。ただし、短時間・有期雇用労働法及び労働者派遣法に基づく通常の労働

者と短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者との間の不合理と認められる待遇

の相違の解消等の目的に鑑みれば、事業主が通常の労働者と短時間・有期雇用

労働者及び派遣労働者との間の不合理と認められる待遇の相違の解消等を行

うに当たっては、基本的に、労使で合意することなく通常の労働者の待遇を引

き下げることは、望ましい対応とはいえないことに留意すべきである。 

加えて、短時間・有期雇用労働法第８条及び第９条並びに労働者派遣法第 30

条の３及び第 30 条の４の規定は、通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及

び派遣労働者との間の不合理と認められる待遇の相違等を対象とするもので

あり、この指針は、当該通常の労働者と短時間・有期雇用労働者及び派遣労働

者との間に実際に待遇の相違が存在する場合に参照されることを目的として

いる。このため、そもそも客観的にみて待遇の相違が存在しない場合について

は、この指針の対象ではない。 

 

第３ 短時間・有期雇用労働者 

 短時間・有期雇用労働法第８条において、事業主は、短時間・有期雇用労働

者の待遇のそれぞれについて、当該待遇に対応する通常の労働者の待遇との間

において、業務の内容及び当該業務に伴う責任の程度（以下「職務の内容」と

いう。）、当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇

の性質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるものを考慮して、

不合理と認められる相違を設けてはならないこととされている。 

 また、短時間・有期雇用労働法第９条において、事業主は、職務の内容が通

常の労働者と同一の短時間・有期雇用労働者であって、当該事業所における慣

行その他の事情からみて、当該事業主との雇用関係が終了するまでの全期間に

おいて、その職務の内容及び配置が当該通常の労働者の職務の内容及び配置の

変更の範囲と同一の範囲で変更されることが見込まれるものについては、短時

間・有期雇用労働者であることを理由として、待遇のそれぞれについて、差別

的取扱いをしてはならないこととされている。 
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 短時間・有期雇用労働者の待遇に関して、原則となる考え方及び具体例は次

のとおりである。 

 

１ 基本給 

（１）基本給であって、労働者の能力又は経験に応じて支給するもの 

基本給であって、労働者の能力又は経験に応じて支給するものについて、

通常の労働者と同一の能力又は経験を有する短時間・有期雇用労働者には、

能力又は経験に応じた部分につき、通常の労働者と同一の基本給を支給し

なければならない。また、能力又は経験に一定の相違がある場合において

は、その相違に応じた基本給を支給しなければならない。 

 

（問題とならない例） 

イ 基本給について、労働者の能力又は経験に応じて支給しているＡ社

において、ある能力の向上のための特殊なキャリアコースを設定して

いる。通常の労働者であるＸは、このキャリアコースを選択し、その

結果としてその能力を習得した。短時間労働者であるＹは、その能力

を習得していない。Ａ社は、その能力に応じた基本給をＸには支給し、

Ｙには支給していない。 

 

ロ Ａ社においては、定期的に職務の内容及び勤務地の変更がある通常

の労働者の総合職であるＸは、管理職となるためのキャリアコースの

一環として、新卒採用後の数年間、店舗等において、職務の内容及び

配置に変更のない短時間労働者であるＹの助言を受けながら、Ｙと同

様の定型的な業務に従事している。Ａ社はＸに対し、キャリアコース

の一環として従事させている定型的な業務における能力又は経験に

応じることなく、Ｙに比べ基本給を高く支給している。 

 

ハ Ａ社においては、同一の職場で同一の業務に従事している有期雇用

労働者であるＸとＹのうち、能力又は経験が一定の水準を満たしたＹ

を定期的に職務の内容及び勤務地に変更がある通常の労働者として

登用し、その後、職務の内容や勤務地に変更があることを理由に、Ｘ

に比べ基本給を高く支給している。 

 

ニ Ａ社においては、同一の能力又は経験を有する通常の労働者である

Ｘと短時間労働者であるＹがいるが、ＸとＹに共通して適用される基

準を設定し、就業の時間帯や就業日が日曜日、土曜日又は国民の祝日
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に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日（以下「土日

祝日」という。）か否か等の違いにより、時間当たりの基本給に差を設

けている。 

 

（問題となる例） 

基本給について、労働者の能力又は経験に応じて支給しているＡ社に

おいて、通常の労働者であるＸが有期雇用労働者であるＹに比べて多く

の経験を有することを理由として、Ｘに対し、Ｙよりも基本給を高く支

給しているが、Ｘのこれまでの経験はＸの現在の業務に関連性を持たな

い。 

 

（２）基本給であって、労働者の業績又は成果に応じて支給するもの 

基本給であって、労働者の業績又は成果に応じて支給するものについて、

通常の労働者と同一の業績又は成果を有する短時間・有期雇用労働者には、

業績又は成果に応じた部分につき、通常の労働者と同一の基本給を支給し

なければならない。また、業績又は成果に一定の相違がある場合において

は、その相違に応じた基本給を支給しなければならない。 

なお、基本給とは別に、労働者の業績又は成果に応じた手当を支給する

場合も同様である。 

 

（問題とならない例） 

イ 基本給の一部について、労働者の業績又は成果に応じて支給してい

るＡ社において、所定労働時間が通常の労働者の半分の短時間労働者

であるＸに対し、その販売実績が通常の労働者に設定されている販売

目標の半分の数値に達した場合には、通常の労働者が販売目標を達成

した場合の半分を支給している。 

 

ロ Ａ社においては、通常の労働者であるＸは、短時間労働者であるＹ

と同様の業務に従事しているが、Ｘは生産効率及び品質の目標値に対

する責任を負っており、当該目標値を達成していない場合、待遇上の

不利益を課されている。その一方で、Ｙは、生産効率及び品質の目標

値に対する責任を負っておらず、当該目標値を達成していない場合に

も、待遇上の不利益を課されていない。Ａ社は、待遇上の不利益を課

していることとの見合いに応じて、ＸにＹに比べ基本給を高く支給し

ている。 
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（問題となる例） 

基本給の一部について、労働者の業績又は成果に応じて支給している

Ａ社において、通常の労働者が販売目標を達成した場合に行っている支

給を、短時間労働者であるＸについて通常の労働者と同一の販売目標を

設定し、それを達成しない場合には行っていない。 

 

（３）基本給であって、労働者の勤続年数に応じて支給するもの 

基本給であって、労働者の勤続年数に応じて支給するものについて、通

常の労働者と同一の勤続年数である短時間・有期雇用労働者には、勤続年

数に応じた部分につき、通常の労働者と同一の基本給を支給しなければな

らない。また、勤続年数に一定の相違がある場合においては、その相違に

応じた基本給を支給しなければならない。 

 

（問題とならない例） 

基本給について、労働者の勤続年数に応じて支給しているＡ社におい

て、期間の定めのある労働契約を更新している有期雇用労働者であるＸ

に対し、当初の労働契約の開始時から通算して勤続年数を評価した上で

支給している。 

 

（問題となる例） 

基本給について、労働者の勤続年数に応じて支給しているＡ社におい

て、期間の定めのある労働契約を更新している有期雇用労働者であるＸ

に対し、当初の労働契約の開始時から通算して勤続年数を評価せず、そ

の時点の労働契約の期間のみにより勤続年数を評価した上で支給して

いる。 

 

（４）昇給であって、労働者の勤続による能力の向上に応じて行うもの 

昇給であって、労働者の勤続による能力の向上に応じて行うものについ

て、通常の労働者と同様に勤続により能力が向上した短時間・有期雇用労

働者には、勤続による能力の向上に応じた部分につき、通常の労働者と同

一の昇給を行わなければならない。また、勤続による能力の向上に一定の

相違がある場合においては、その相違に応じた昇給を行わなければならな

い。 

 

（注） 

１ 通常の労働者と短時間・有期雇用労働者との間に賃金の決定基準・ルー
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ルの相違がある場合の取扱い 

通常の労働者と短時間・有期雇用労働者との間に基本給、賞与、各種手

当等の賃金に相違がある場合において、その要因として通常の労働者と短

時間・有期雇用労働者の賃金の決定基準・ルールの相違があるときは、「通

常の労働者と短時間・有期雇用労働者との間で将来の役割期待が異なるた

め、賃金の決定基準・ルールが異なる」等の主観的又は抽象的な説明では

足りず、賃金の決定基準・ルールの相違は、通常の労働者と短時間・有期

雇用労働者の職務の内容、当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の

事情のうち、当該待遇の性質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認

められるものの客観的及び具体的な実態に照らして、不合理と認められる

ものであってはならない。 

 

 ２ 定年に達した後に継続雇用された有期雇用労働者の取扱い 

   定年に達した後に継続雇用された有期雇用労働者についても、短時間・

有期雇用労働法の適用を受けるものである。このため、通常の労働者と定

年に達した後に継続雇用された有期雇用労働者との間の賃金の相違につ

いては、実際に両者の間に職務の内容、職務の内容及び配置の変更の範囲

その他の事情の相違がある場合は、その相違に応じた賃金の相違は許容さ

れる。 

さらに、有期雇用労働者が定年に達した後に継続雇用された者であるこ

とは、通常の労働者と当該有期雇用労働者との間の待遇の相違が不合理と

認められるか否かを判断するに当たり、短時間・有期雇用労働法第８条の

その他の事情として考慮される事情に当たりうる。定年に達した後に有期

雇用労働者として継続雇用する場合の待遇について、様々な事情が総合的

に考慮されて、通常の労働者と当該有期雇用労働者との間の待遇の相違が

不合理と認められるか否かが判断されるものと考えられる。したがって、

当該有期雇用労働者が定年に達した後に継続雇用された者であることの

みをもって、直ちに通常の労働者と当該有期雇用労働者との間の待遇の相

違が不合理ではないと認められるものではない。 

 

２ 賞与 

賞与であって、会社の業績等への労働者の貢献に応じて支給するものにつ

いて、通常の労働者と同一の貢献である短時間・有期雇用労働者には、貢献

に応じた部分につき、通常の労働者と同一の賞与を支給しなければならない。

また、貢献に一定の相違がある場合においては、その相違に応じた賞与を支

給しなければならない。 
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（問題とならない例） 

イ 賞与について、会社の業績等への労働者の貢献に応じて支給している

Ａ社において、通常の労働者であるＸと同一の会社の業績等への貢献が

ある有期雇用労働者であるＹに対し、Ｘと同一の賞与を支給している。 

 

ロ Ａ社においては、通常の労働者であるＸは、生産効率及び品質の目標

値に対する責任を負っており、当該目標値を達成していない場合、待遇

上の不利益を課されている。その一方で、通常の労働者であるＹや、有

期雇用労働者であるＺは、生産効率及び品質の目標値に対する責任を負

っておらず、当該目標値を達成していない場合にも、待遇上の不利益を

課されていない。Ａ社は、Ｘに対しては、賞与を支給しているが、Ｙや

Ｚに対しては、待遇上の不利益を課していないこととの見合いの範囲内

で、賞与を支給していない。 

 

（問題となる例） 

イ 賞与について、会社の業績等への労働者の貢献に応じて支給している

Ａ社において、通常の労働者であるＸと同一の会社の業績等への貢献が

ある有期雇用労働者であるＹに対し、Ｘと同一の賞与を支給していない。 

 

ロ 賞与について、会社の業績等への労働者の貢献に応じて支給している

Ａ社においては、通常の労働者には職務の内容や会社の業績等への貢献

等にかかわらず全員に何らかの賞与を支給しているが、短時間・有期雇

用労働者には支給していない。 

 

 ３ 手当 

（１）役職手当であって、役職の内容に対して支給するもの 

役職手当であって、役職の内容に対して支給するものについて、通常の

労働者と同一の内容の役職に就く短時間・有期雇用労働者には、通常の労

働者と同一の役職手当を支給しなければならない。また、役職の内容に一

定の相違がある場合においては、その相違に応じた役職手当を支給しなけ

ればならない。 

 

（問題とならない例） 

イ 役職手当について、役職の内容に対して支給しているＡ社において、

通常の労働者であるＸの役職と同一の役職名（例えば、店長）であっ
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て同一の内容（例えば、営業時間中の店舗の適切な運営）の役職に就

く有期雇用労働者であるＹに対し、同一の役職手当を支給している。 

 

ロ 役職手当について、役職の内容に対して支給しているＡ社において、

通常の労働者であるＸの役職と同一の役職名であって同一の内容の

役職に就く短時間労働者であるＹに、所定労働時間に比例した役職手

当（例えば、所定労働時間が通常の労働者の半分の短時間労働者にあ

っては、通常の労働者の半分の役職手当）を支給している。 

 

（問題となる例） 

役職手当について、役職の内容に対して支給しているＡ社において、

通常の労働者であるＸの役職と同一の役職名であって同一の内容の役

職に就く有期雇用労働者であるＹに、Ｘに比べ役職手当を低く支給して

いる。 

 

（２）業務の危険度又は作業環境に応じて支給される特殊作業手当 

通常の労働者と同一の危険度又は作業環境の業務に従事する短時間・有

期雇用労働者には、通常の労働者と同一の特殊作業手当を支給しなければ

ならない。 

 

（３）交替制勤務等の勤務形態に応じて支給される特殊勤務手当 

通常の労働者と同一の勤務形態で業務に従事する短時間・有期雇用労働

者には、通常の労働者と同一の特殊勤務手当を支給しなければならない。 

 

（問題とならない例） 

イ Ａ社においては、通常の労働者か短時間・有期雇用労働者かの別を

問わず、就業する時間帯又は曜日を特定して就業する労働者には労働

者の採用が難しい早朝若しくは深夜又は土日祝日に就業する場合に

時給に上乗せして特殊勤務手当を支給するが、それ以外の労働者には

時給に上乗せして特殊勤務手当を支給していない。 

 

ロ Ａ社においては、通常の労働者であるＸについては、入社に当たり、

交替制勤務に従事することは必ずしも確定しておらず、業務の繁閑等

生産の都合に応じて通常勤務又は交替制勤務のいずれにも従事する

可能性があり、交替制勤務に従事した場合に限り特殊勤務手当が支給

されている。短時間労働者であるＹについては、採用に当たり、交替
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制勤務に従事することを明確にし、かつ、基本給に、通常の労働者に

支給される特殊勤務手当と同一の交替制勤務の負荷分を盛り込み、通

常勤務のみに従事する短時間労働者に比べ基本給を高く支給してい

る。Ａ社はＸには特殊勤務手当を支給しているが、Ｙには支給してい

ない。 

 

（４）精皆勤手当 

通常の労働者と業務の内容が同一の短時間・有期雇用労働者には、通常

の労働者と同一の精皆勤手当を支給しなければならない。 

 

（問題とならない例） 

Ａ社においては、考課上、欠勤についてマイナス査定を行い、かつ、

そのことを待遇に反映する通常の労働者であるＸには、一定の日数以上

出勤した場合に精皆勤手当を支給しているが、考課上、欠勤についてマ

イナス査定を行っていない有期雇用労働者であるＹには、マイナス査定

を行っていないこととの見合いの範囲内で、精皆勤手当を支給していな

い。 

 

（５）時間外労働に対して支給される手当 

通常の労働者の所定労働時間を超えて、通常の労働者と同一の時間外労

働を行った短時間・有期雇用労働者には、通常の労働者の所定労働時間を

超えた時間につき、通常の労働者と同一の割増率等で、時間外労働に対し

て支給される手当を支給しなければならない。 

 

（６）深夜労働又は休日労働に対して支給される手当 

通常の労働者と同一の深夜労働又は休日労働を行った短時間・有期雇用

労働者には、通常の労働者と同一の割増率等で、深夜労働又は休日労働に

対して支給される手当を支給しなければならない。 

 

（問題とならない例） 

Ａ社においては、通常の労働者であるＸと時間数及び職務の内容が同

一の深夜労働又は休日労働を行った短時間労働者であるＹに、同一の深

夜労働又は休日労働に対して支給される手当を支給している。 

 

（問題となる例） 

Ａ社においては、通常の労働者であるＸと時間数及び職務の内容が同
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一の深夜労働又は休日労働を行った短時間労働者であるＹに、深夜労働

又は休日労働以外の労働時間が短いことから、深夜労働又は休日労働に

対して支給される手当の単価を通常の労働者より低く設定している。 

 

（７）通勤手当及び出張旅費 

短時間・有期雇用労働者にも、通常の労働者と同一の通勤手当及び出張

旅費を支給しなければならない。 

 

（問題とならない例） 

イ Ａ社においては、本社の採用である労働者に対しては、交通費実費

の全額に相当する通勤手当を支給しているが、それぞれの店舗の採用

である労働者に対しては、当該店舗の近隣から通うことができる交通

費に相当する額に通勤手当の上限を設定して当該上限の額の範囲内

で通勤手当を支給しているところ、店舗採用の短時間労働者であるＸ

が、その後、本人の都合で通勤手当の上限の額では通うことができな

いところへ転居してなお通い続けている場合には、当該上限の額の範

囲内で通勤手当を支給している。 

 

ロ Ａ社においては、通勤手当について、所定労働日数が多い（例えば、

週４日以上）通常の労働者及び短時間・有期雇用労働者には、月額の

定期券の金額に相当する額を支給しているが、所定労働日数が少ない

（例えば、週３日以下）又は出勤日数が変動する短時間・有期雇用労

働者には、日額の交通費に相当する額を支給している。 

 

（８）労働時間の途中に食事のための休憩時間がある労働者に対する食費の負

担補助として支給される食事手当 

短時間・有期雇用労働者にも、通常の労働者と同一の食事手当を支給し

なければならない。 

 

（問題とならない例） 

Ａ社においては、その労働時間の途中に昼食のための休憩時間がある

通常の労働者であるＸに支給している食事手当を、その労働時間の途中

に昼食のための休憩時間がない（例えば、午後２時から午後５時までの

勤務）短時間労働者であるＹには支給していない。 

 

（問題となる例） 



 

13 

 

Ａ社においては、通常の労働者であるＸには、有期雇用労働者である

Ｙに比べ、食事手当を高く支給している。 

 

（９）単身赴任手当 

通常の労働者と同一の支給要件を満たす短時間・有期雇用労働者には、

通常の労働者と同一の単身赴任手当を支給しなければならない。 

 

（10）特定の地域で働く労働者に対する補償として支給される地域手当 

通常の労働者と同一の地域で働く短時間・有期雇用労働者には、通常の

労働者と同一の地域手当を支給しなければならない。 

 

（問題とならない例） 

Ａ社においては、通常の労働者であるＸについては、全国一律の基本

給の体系を適用し、転勤があることから、地域の物価等を勘案した地域

手当を支給しているが、一方で、有期雇用労働者であるＹと短時間労働

者であるＺについては、それぞれの地域で採用し、それぞれの地域で基

本給を設定しており、その中で地域の物価が基本給に盛り込まれている

ため、地域手当を支給していない。 

 

（問題となる例） 

Ａ社においては、通常の労働者であるＸと有期雇用労働者であるＹに

はいずれも全国一律の基本給の体系を適用しており、かつ、いずれも転

勤があるにもかかわらず、Ｙには地域手当を支給していない。 

 

４ 福利厚生 

（１）福利厚生施設（給食施設、休憩室及び更衣室をいう。以下この（１）に

おいて同じ。） 

通常の労働者と同一の事業所で働く短時間・有期雇用労働者には、通常

の労働者と同一の福利厚生施設の利用を認めなければならない。 

 

（２）転勤者用社宅 

通常の労働者と同一の支給要件（例えば、転勤の有無、扶養家族の有無、

住宅の賃貸又は収入の額）を満たす短時間・有期雇用労働者には、通常の

労働者と同一の転勤者用社宅の利用を認めなければならない。 

 

（３）慶弔休暇並びに健康診断に伴う勤務免除及び当該健康診断を勤務時間中
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に受診する場合の当該受診時間に係る給与の保障（以下この（３）、第４

の４（３）及び第５の２（３）において「有給の保障」という。） 

短時間・有期雇用労働者にも、通常の労働者と同一の慶弔休暇の付与並

びに健康診断に伴う勤務免除及び有給の保障を行わなければならない。 

 

（問題とならない例） 

Ａ社においては、通常の労働者であるＸと同様の出勤日が設定されて

いる短時間労働者であるＹに対しては、通常の労働者と同様に慶弔休暇

を付与しているが、週２日の勤務の短時間労働者であるＺに対しては、

勤務日の振替での対応を基本としつつ、振替が困難な場合のみ慶弔休暇

を付与している。 

 

（４）病気休職 

短時間労働者（有期雇用労働者である場合を除く。）には、通常の労働者

と同一の病気休職の取得を認めなければならない。また、有期雇用労働者

にも、労働契約が終了するまでの期間を踏まえて、病気休職の取得を認め

なければならない。 

 

（問題とならない例） 

Ａ社においては、労働契約の期間が１年である有期雇用労働者である

Ｘについて、病気休職の期間は労働契約の期間が終了する日までとして

いる。 

 

（５）法定外の有給の休暇その他の法定外の休暇（慶弔休暇を除く。）であっ

て、勤続期間に応じて取得を認めているもの 

法定外の有給の休暇その他の法定外の休暇（慶弔休暇を除く。）であっ

て、勤続期間に応じて取得を認めているものについて、通常の労働者と同

一の勤続期間である短時間・有期雇用労働者には、通常の労働者と同一の

法定外の有給の休暇その他の法定外の休暇（慶弔休暇を除く。）を付与し

なければならない。なお、期間の定めのある労働契約を更新している場合

には、当初の労働契約の開始時から通算して勤続期間を評価することを要

する。 

 

（問題とならない例） 

Ａ社においては、長期勤続者を対象とするリフレッシュ休暇について、

業務に従事した時間全体を通じた貢献に対する報償という趣旨で付与
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していることから、通常の労働者であるＸに対しては、勤続 10 年で３

日、20年で５日、30年で７日の休暇を付与しており、短時間労働者であ

るＹに対しては、所定労働時間に比例した日数を付与している。 

 

５ その他 

（１）教育訓練であって、現在の職務の遂行に必要な技能又は知識を習得する

ために実施するもの 

教育訓練であって、現在の職務の遂行に必要な技能又は知識を習得する

ために実施するものについて、通常の労働者と職務の内容が同一である短

時間・有期雇用労働者には、通常の労働者と同一の教育訓練を実施しなけ

ればならない。また、職務の内容に一定の相違がある場合においては、そ

の相違に応じた教育訓練を実施しなければならない。 

 

（２）安全管理に関する措置及び給付 

通常の労働者と同一の業務環境に置かれている短時間・有期雇用労働者

には、通常の労働者と同一の安全管理に関する措置及び給付をしなければ

ならない。 

 

第４ 派遣労働者 

労働者派遣法第 30 条の３第１項において、派遣元事業主は、派遣労働者の

待遇のそれぞれについて、当該待遇に対応する派遣先に雇用される通常の労働

者の待遇との間において、職務の内容、当該職務の内容及び配置の変更の範囲

その他の事情のうち、当該待遇の性質及び当該待遇を行う目的に照らして適切

と認められるものを考慮して、不合理と認められる相違を設けてはならないこ

ととされている。 

また、同条第２項において、派遣元事業主は、職務の内容が派遣先に雇用さ

れる通常の労働者と同一の派遣労働者であって、当該労働者派遣契約及び当該

派遣先における慣行その他の事情からみて、当該派遣先における派遣就業が終

了するまでの全期間において、その職務の内容及び配置が当該派遣先との雇用

関係が終了するまでの全期間における当該通常の労働者の職務の内容及び配

置の変更の範囲と同一の範囲で変更されることが見込まれるものについては、

正当な理由がなく、待遇のそれぞれについて、当該待遇に対応する当該通常の

労働者の待遇に比して不利なものとしてはならないこととされている。 

他方、労働者派遣法第 30 条の４第１項において、労働者の過半数で組織す

る労働組合等との協定により、同項各号に規定する事項を定めたときは、当該

協定で定めた範囲に属する派遣労働者の待遇について、労働者派遣法第 30 条
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の３の規定は、一部の待遇を除き、適用しないこととされている。ただし、同

項第２号、第４号若しくは第５号に掲げる事項であって当該協定で定めたもの

を遵守していない場合又は同項第３号に関する当該協定の定めによる公正な

評価に取り組んでいない場合は、この限りでないこととされている。 

派遣労働者（協定対象派遣労働者を除く。以下この第４において同じ。）の

待遇に関して、原則となる考え方及び具体例は次のとおりである。 

 

１ 基本給 

（１）基本給であって、労働者の能力又は経験に応じて支給するもの 

基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労働者の能力又は経験に

応じて支給するものについて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常

の労働者と同一の能力又は経験を有する派遣労働者には、能力又は経験に

応じた部分につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の基本給を支

給しなければならない。また、能力又は経験に一定の相違がある場合にお

いては、その相違に応じた基本給を支給しなければならない。 

 

（問題とならない例） 

イ 基本給について、労働者の能力又は経験に応じて支給している派遣

先であるＡ社において、ある能力の向上のための特殊なキャリアコー

スを設定している。Ａ社の通常の労働者であるＸは、このキャリアコ

ースを選択し、その結果としてその能力を習得したため、その能力に

応じた基本給をＸに支給している。これに対し、派遣元事業主である

Ｂ社からＡ社に派遣されている派遣労働者であるＹは、その能力を習

得していないため、Ｂ社はその能力に応じた基本給をＹには支給して

いない。 

 

ロ 派遣先であるＡ社においては、定期的に職務の内容及び勤務地の変

更がある通常の労働者の総合職であるＸは、管理職となるためのキャ

リアコースの一環として、新卒採用後の数年間、店舗等において、派

遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派遣労働者であっ

てＡ社で就業する間は職務の内容及び配置に変更のないＹの助言を

受けながら、Ｙと同様の定型的な業務に従事している。Ａ社がＸにキ

ャリアコースの一環として当該定型的な業務に従事させていること

を踏まえ、Ｂ社はＹに対し、当該定型的な業務における能力又は経験

はＸを上回っているものの、Ｘほど基本給を高く支給していない。 
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ハ 派遣先であるＡ社においては、かつては有期雇用労働者であったが、

能力又は経験が一定の水準を満たしたため定期的に職務の内容及び

勤務地に変更がある通常の労働者として登用されたＸと、派遣元事業

主であるＢ社からＡ社に派遣されている派遣労働者であるＹとが同

一の職場で同一の業務に従事している。Ｂ社は、Ａ社で就業する間は

職務の内容及び勤務地に変更がないことを理由に、Ｙに対して、Ｘほ

ど基本給を高く支給していない。 

 

ニ 派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者であるＸと、派遣元事

業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派遣労働者であるＹとが

同一の能力又は経験を有しているところ、Ｂ社は、Ａ社がＸに適用す

るのと同じ基準をＹに適用し、就業の時間帯や就業日が土日祝日か否

か等の違いにより、Ａ社がＸに支給する時間当たりの基本給との間に

差を設けている。 

 

（問題となる例） 

派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社においては、基本給に

ついて、労働者の能力又は経験に応じて支給しているところ、Ｂ社は、

Ａ社に派遣されている派遣労働者であるＹに対し、Ａ社に雇用される通

常の労働者であるＸに比べて経験が少ないことを理由として、Ａ社がＸ

に支給するほど基本給を高く支給していないが、Ｘのこれまでの経験は

Ｘの現在の業務に関連性を持たない。 

 

（２）基本給であって、労働者の業績又は成果に応じて支給するもの 

基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労働者の業績又は成果に

応じて支給するものについて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常

の労働者と同一の業績又は成果を有する派遣労働者には、業績又は成果に

応じた部分につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の基本給を支

給しなければならない。また、業績又は成果に一定の相違がある場合にお

いては、その相違に応じた基本給を支給しなければならない。 

なお、基本給とは別に、労働者の業績又は成果に応じた手当を支給する

場合も同様である。 

 

（問題とならない例） 

イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社においては、基本給

の一部について、労働者の業績又は成果に応じて支給しているところ、
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Ｂ社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、所定労働時間が

Ａ社に雇用される通常の労働者の半分であるＹに対し、その販売実績

がＡ社に雇用される通常の労働者に設定されている販売目標の半分

の数値に達した場合には、Ａ社に雇用される通常の労働者が販売目標

を達成した場合の半分を支給している。 

 

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者であるＸは、派遣元事

業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派遣労働者であるＹと同

様の業務に従事しているが、ＸはＡ社における生産効率及び品質の目

標値に対する責任を負っており、当該目標値を達成していない場合、

待遇上の不利益を課されている。その一方で、Ｙは、Ａ社における生

産効率及び品質の目標値に対する責任を負っておらず、当該目標値を

達成していない場合にも、待遇上の不利益を課されていない。Ｂ社は

Ｙに対し、待遇上の不利益を課していないこととの見合いに応じて、

Ａ社がＸに支給するほど基本給を高く支給していない。 

 

（問題となる例） 

派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社においては、基本給の

一部について、労働者の業績又は成果に応じて支給しているところ、Ｂ

社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、所定労働時間がＡ社

に雇用される通常の労働者の半分であるＹに対し、当該通常の労働者が

販売目標を達成した場合にＡ社が行っている支給を、Ｙについて当該通

常の労働者と同一の販売目標を設定し、それを達成しない場合には行っ

ていない。 

 

（３）基本給であって、労働者の勤続年数（派遣労働者にあっては、当該派遣

先における就業期間。以下この（３）において同じ。）に応じて支給する

もの 

基本給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労働者の勤続年数に応じ

て支給するものについて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労

働者と同一の勤続年数である派遣労働者には、勤続年数に応じた部分につ

き、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の基本給を支給しなければな

らない。また、勤続年数に一定の相違がある場合においては、その相違に

応じた基本給を支給しなければならない。 

 

（問題とならない例） 
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派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社は、基本給について、

労働者の勤続年数に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣し

ている期間の定めのある労働者派遣契約を更新している派遣労働者で

あるＹに対し、Ａ社への労働者派遣の開始時から通算して就業期間を評

価した上で基本給を支給している。 

 

（問題となる例） 

派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社は、基本給について、

労働者の勤続年数に応じて支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派遣し

ている期間の定めのある労働者派遣契約を更新している派遣労働者で

あるＹに対し、ＹのＡ社への労働者派遣の開始時から通算して就業期間

を評価せず、その時点の労働者派遣契約に基づく派遣就業の期間のみに

より就業期間を評価した上で基本給を支給している。 

 

（４）昇給であって、労働者の勤続（派遣労働者にあっては、当該派遣先にお

ける派遣就業の継続。以下この（４）において同じ。）による能力の向上

に応じて行うもの 

昇給であって、派遣先及び派遣元事業主が、労働者の勤続による能力の

向上に応じて行うものについて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通

常の労働者と同様に勤続により能力が向上した派遣労働者には、勤続によ

る能力の向上に応じた部分につき、派遣先に雇用される通常の労働者と同

一の昇給を行わなければならない。また、勤続による能力の向上に一定の

相違がある場合においては、その相違に応じた昇給を行わなければならな

い。 

 

（注）派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者との間に賃金の決定基

準・ルールの相違がある場合の取扱い 

派遣先に雇用される通常の労働者と派遣労働者の間に基本給、賞与、各

種手当等の賃金に相違がある場合において、その要因として当該通常の労

働者と派遣労働者の賃金の決定基準・ルールの相違があるときは、「派遣

労働者に対する派遣元事業主の将来の役割期待は派遣先に雇用される通

常の労働者に対する派遣先の将来の役割期待と異なるため、賃金の決定基

準・ルールが異なる」等の主観的又は抽象的な説明では足りず、賃金の決

定基準・ルールの相違は、当該通常の労働者と派遣労働者の職務の内容、

当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性

質及び当該待遇を行う目的に照らして適切と認められるものの客観的及
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び具体的な実態に照らして、不合理と認められるものであってはならない。       

 

２ 賞与 

賞与であって、派遣先及び派遣元事業主が、会社（派遣労働者にあっては、

派遣先。以下この２において同じ。）の業績等への労働者の貢献に応じて支

給するものについて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と

同一の貢献である派遣労働者には、貢献に応じた部分につき、派遣先に雇用

される通常の労働者と同一の賞与を支給しなければならない。また、貢献に

一定の相違がある場合においては、その相違に応じた賞与を支給しなければ

ならない。 

 

（問題とならない例） 

イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社においては、賞与につ

いて、会社の業績等への労働者の貢献に応じて支給しているところ、Ｂ

社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、Ａ社に雇用される通

常の労働者であるＸと同一のＡ社の業績等への貢献があるＹに対して、

Ａ社がＸに支給するのと同一の賞与を支給している。 

 

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者であるＸは、Ａ社におけ

る生産効率及び品質の目標値に対する責任を負っており、当該目標値を

達成していない場合、待遇上の不利益を課されている。その一方で、Ａ

社に雇用される通常の労働者であるＺや、派遣元事業主であるＢ社から

Ａ社に派遣されている派遣労働者であるＹは、Ａ社における生産効率及

び品質の目標値に対する責任を負っておらず、当該目標値を達成してい

ない場合にも、待遇上の不利益を課されていない。Ａ社はＸに対して賞

与を支給しているが、Ｚに対しては、待遇上の不利益を課していないこ

ととの見合いの範囲内で賞与を支給していないところ、Ｂ社はＹに対し

て、待遇上の不利益を課していないこととの見合いの範囲内で賞与を支

給していない。 

 

（問題となる例） 

イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社においては、賞与につ

いて、会社の業績等への労働者の貢献に応じて支給しているところ、Ｂ

社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、Ａ社に雇用される通

常の労働者であるＸと同一のＡ社の業績等への貢献があるＹに対して、

Ａ社がＸに支給するのと同一の賞与を支給していない。 
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ロ 賞与について、会社の業績等への労働者の貢献に応じて支給している

派遣先であるＡ社においては、通常の労働者の全員に職務の内容や会社

の業績等への貢献等にかかわらず何らかの賞与を支給しているが、派遣

元事業主であるＢ社においては、Ａ社に派遣されている派遣労働者であ

るＹに賞与を支給していない。 

 

３ 手当 

（１）役職手当であって、役職の内容に対して支給するもの 

役職手当であって、派遣先及び派遣元事業主が、役職の内容に対して支

給するものについて、派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者

と同一の内容の役職に就く派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の労

働者と同一の役職手当を支給しなければならない。また、役職の内容に一

定の相違がある場合においては、その相違に応じた役職手当を支給しなけ

ればならない。 

 

（問題とならない例） 

イ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社においては、役職手

当について、役職の内容に対して支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社

に派遣されている派遣労働者であって、Ａ社に雇用される通常の労働

者であるＸの役職と同一の役職名（例えば、店長）であって同一の内

容（例えば、営業時間中の店舗の適切な運営）の役職に就くＹに対し、

Ａ社がＸに支給するのと同一の役職手当を支給している。 

 

ロ 派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社においては、役職手

当について、役職の内容に対して支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社

に派遣されている派遣労働者であって、Ａ社に雇用される通常の労働

者であるＸの役職と同一の役職名であって同一の内容の役職に就く

Ｙに、所定労働時間に比例した役職手当（例えば、所定労働時間がＡ

社に雇用される通常の労働者の半分の派遣労働者にあっては、当該通

常の労働者の半分の役職手当）を支給している。 

 

（問題となる例） 

派遣先であるＡ社及び派遣元事業主であるＢ社においては、役職手当

について、役職の内容に対して支給しているところ、Ｂ社は、Ａ社に派

遣されている派遣労働者であって、Ａ社に雇用される通常の労働者であ
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るＸの役職と同一の役職名であって同一の内容の役職に就くＹに対し、

Ａ社がＸに支給するのに比べ役職手当を低く支給している。 

 

（２）業務の危険度又は作業環境に応じて支給される特殊作業手当 

派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の危険度又は

作業環境の業務に従事する派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の労

働者と同一の特殊作業手当を支給しなければならない。 

 

（３）交替制勤務等の勤務形態に応じて支給される特殊勤務手当 

派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の勤務形態で

業務に従事する派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の労働者と同一

の特殊勤務手当を支給しなければならない。 

 

（問題とならない例） 

イ 派遣先であるＡ社においては、就業する時間帯又は曜日を特定して

就業する通常の労働者には労働者の採用が難しい早朝若しくは深夜

又は土日祝日に就業する場合に時給に上乗せして特殊勤務手当を支

給するが、就業する時間帯及び曜日を特定していない通常の労働者に

は労働者の採用が難しい時間帯又は曜日に勤務する場合であっても

時給に上乗せして特殊勤務手当を支給していない。派遣元事業主であ

るＢ社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、就業する時間

帯及び曜日を特定して就業していないＹに対し、採用が難しい時間帯

や曜日に勤務する場合であっても時給に上乗せして特殊勤務手当を

支給していない。 

 

ロ 派遣先であるＡ社においては、通常の労働者であるＸについては、

入社に当たり、交替制勤務に従事することは必ずしも確定しておらず、

業務の繁閑等生産の都合に応じて通常勤務又は交替制勤務のいずれ

にも従事する可能性があり、交替制勤務に従事した場合に限り特殊勤

務手当が支給されている。派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣さ

れている派遣労働者であるＹについては、Ａ社への労働者派遣に当た

り、派遣先で交替制勤務に従事することを明確にし、かつ、基本給に

Ａ社において通常の労働者に支給される特殊勤務手当と同一の交替

制勤務の負荷分が盛り込まれている。Ａ社には、職務の内容がＹと同

一であり通常勤務のみに従事することが予定され、実際に通常勤務の

みに従事する労働者であるＺがいるところ、Ｂ社はＹに対し、Ａ社が



 

23 

 

Ｚに対して支給するのに比べ基本給を高く支給している。Ａ社はＸに

対して特殊勤務手当を支給しているが、Ｂ社はＹに対して特殊勤務手

当を支給していない。 

 

（４）精皆勤手当 

派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と業務の内容が同一

の派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の精皆勤手当

を支給しなければならない。 

 

（問題とならない例） 

派遣先であるＡ社においては、考課上、欠勤についてマイナス査定を

行い、かつ、それが待遇に反映される通常の労働者であるＸには、一定

の日数以上出勤した場合に精皆勤手当を支給しているが、派遣元事業主

であるＢ社は、Ｂ社からＡ社に派遣されている派遣労働者であって、考

課上、欠勤についてマイナス査定を行っていないＹには、マイナス査定

を行っていないこととの見合いの範囲内で、精皆勤手当を支給していな

い。 

 

（５）時間外労働に対して支給される手当 

派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者の所定労働時間を超

えて、当該通常の労働者と同一の時間外労働を行った派遣労働者には、当

該通常の労働者の所定労働時間を超えた時間につき、派遣先に雇用される

通常の労働者と同一の割増率等で、時間外労働に対して支給される手当を

支給しなければならない。 

 

（６）深夜労働又は休日労働に対して支給される手当 

派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の深夜労働又

は休日労働を行った派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の労働者と

同一の割増率等で、深夜労働又は休日労働に対して支給される手当を支給

しなければならない。 

 

（問題とならない例） 

派遣元事業主であるＢ社においては、派遣先であるＡ社に派遣されて

いる派遣労働者であって、Ａ社に雇用される通常の労働者であるＸと時

間数及び職務の内容が同一の深夜労働又は休日労働を行ったＹに対し、

Ａ社がＸに支給するのと同一の深夜労働又は休日労働に対して支給さ
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れる手当を支給している。 

 

（問題となる例） 

派遣元事業主であるＢ社においては、派遣先であるＡ社に派遣されて

いる派遣労働者であって、Ａ社に雇用される通常の労働者であるＸと時

間数及び職務の内容が同一の深夜労働又は休日労働を行ったＹに対し、

Ｙが派遣労働者であることから、深夜労働又は休日労働に対して支給さ

れる手当の単価を当該通常の労働者より低く設定している。 

 

（７）通勤手当及び出張旅費 

派遣元事業主は、派遣労働者にも、派遣先に雇用される通常の労働者と

同一の通勤手当及び出張旅費を支給しなければならない。 

 

（問題とならない例） 

イ 派遣先であるＡ社においては、本社の採用である労働者に対し、交

通費実費の全額に相当する通勤手当を支給しているが、派遣元事業主

であるＢ社は、それぞれの店舗の採用である労働者については、当該

店舗の近隣から通うことができる交通費に相当する額に通勤手当の

上限を設定して当該上限の額の範囲内で通勤手当を支給していると

ころ、Ｂ社の店舗採用であってＡ社に派遣される派遣労働者であるＹ

が、Ａ社への労働者派遣の開始後、本人の都合で通勤手当の上限の額

では通うことができないところへ転居してなお通い続けている場合

には、当該上限の額の範囲内で通勤手当を支給している。 

 

ロ 派遣先であるＡ社においては、通勤手当について、所定労働日数が

多い（例えば、週４日以上）通常の労働者に、月額の定期券の金額に

相当する額を支給しているが、派遣元事業主であるＢ社においては、

Ａ社に派遣されている派遣労働者であって、所定労働日数が少ない

（例えば、週３日以下）又は出勤日数が変動する派遣労働者に、日額

の交通費に相当する額を支給している。 

 

（８）労働時間の途中に食事のための休憩時間がある労働者に対する食費の負

担補助として支給される食事手当 

派遣元事業主は、派遣労働者にも、派遣先に雇用される通常の労働者と

同一の食事手当を支給しなければならない。 
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（問題とならない例） 

派遣先であるＡ社においては、その労働時間の途中に昼食のための休

憩時間がある通常の労働者であるＸに食事手当を支給している。その一

方で、派遣元事業主であるＢ社においては、Ａ社に派遣されている派遣

労働者であって、その労働時間の途中に昼食のための休憩時間がない

（例えば、午後２時から午後５時までの勤務）派遣労働者であるＹに支

給していない。 

 

（問題となる例） 

派遣先であるＡ社においては、通常の労働者であるＸに食事手当を支

給している。派遣元事業主であるＢ社においては、Ａ社に派遣されてい

る派遣労働者であるＹにＡ社がＸに支給するのに比べ食事手当を低く

支給している。 

 

（９）単身赴任手当 

派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の支給要件を

満たす派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の単身赴

任手当を支給しなければならない。 

 

（10）特定の地域で働く労働者に対する補償として支給される地域手当 

派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の地域で働く

派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の地域手当を支

給しなければならない。 

 

（問題とならない例） 

派遣先であるＡ社においては、通常の労働者であるＸについて、全国

一律の基本給の体系を適用し、転勤があることから、地域の物価等を勘

案した地域手当を支給している。一方で、派遣元事業主であるＢ社にお

いては、Ａ社に派遣されている派遣労働者であるＹについては、Ａ社に

派遣されている間は勤務地の変更がなく、その派遣先の所在する地域で

基本給を設定しており、その中で地域の物価が基本給に盛り込まれてい

るため、地域手当を支給していない。 

 

（問題となる例） 

派遣先であるＡ社に雇用される通常の労働者であるＸは、その地域で

採用され転勤はないにもかかわらず、Ａ社はＸに対し地域手当を支給し
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ている。一方、派遣元事業主であるＢ社からＡ社に派遣されている派遣

労働者であるＹは、Ａ社に派遣されている間転勤はなく、Ｂ社はＹに対

し地域手当を支給していない。 

 

４ 福利厚生 

（１）福利厚生施設（給食施設、休憩室及び更衣室をいう。以下この（１）に

おいて同じ。） 

派遣先は、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の事業所で働く派遣

労働者には、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の福利厚生施設の利

用を認めなければならない。 

なお、派遣元事業主についても、労働者派遣法第 30 条の３の規定に基

づく義務を免れるものではない。 

 

（２）転勤者用社宅 

派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の支給要件

（例えば、転勤の有無、扶養家族の有無、住宅の賃貸又は収入の額）を満

たす派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の転勤者用

社宅の利用を認めなければならない。 

 

（３）慶弔休暇並びに健康診断に伴う勤務免除及び有給の保障 

派遣元事業主は、派遣労働者にも、派遣先に雇用される通常の労働者と

同一の慶弔休暇の付与並びに健康診断に伴う勤務免除及び有給の保障を

行わなければならない。 

 

（問題とならない例） 

派遣元事業主であるＢ社においては、派遣先であるＡ社に派遣されて

いる派遣労働者であって、Ａ社に雇用される通常の労働者であるＸと同

様の出勤日が設定されているＹに対しては、Ａ社がＸに付与するのと同

様に慶弔休暇を付与しているが、Ａ社に派遣されている派遣労働者であ

って、週２日の勤務であるＷに対しては、勤務日の振替での対応を基本

としつつ、振替が困難な場合のみ慶弔休暇を付与している。 

 

（４）病気休職 

派遣元事業主は、派遣労働者（期間の定めのある労働者派遣に係る派遣

労働者である場合を除く。）には、派遣先に雇用される通常の労働者と同

一の病気休職の取得を認めなければならない。また、期間の定めのある労
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働者派遣に係る派遣労働者にも、当該派遣先における派遣就業が終了する

までの期間を踏まえて、病気休職の取得を認めなければならない。 

 

（問題とならない例） 

派遣元事業主であるＢ社においては、当該派遣先における派遣就業期

間が１年である派遣労働者であるＹについて、病気休職の期間は当該派

遣就業の期間が終了する日までとしている。 

 

（５）法定外の有給の休暇その他の法定外の休暇（慶弔休暇を除く。）であっ

て、勤続期間（派遣労働者にあっては、当該派遣先における就業期間。以

下この（５）において同じ。）に応じて取得を認めているもの 

法定外の有給の休暇その他の法定外の休暇（慶弔休暇を除く。）であっ

て、派遣先及び派遣元事業主が、勤続期間に応じて取得を認めているもの

について、派遣元事業主は、当該派遣先に雇用される通常の労働者と同一

の勤続期間である派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の労働者と同

一の法定外の有給の休暇その他の法定外の休暇（慶弔休暇を除く。）を付

与しなければならない。なお、当該派遣先において期間の定めのある労働

者派遣契約を更新している場合には、当初の派遣就業の開始時から通算し

て就業期間を評価することを要する。 

 

（問題とならない例） 

派遣先であるＡ社においては、長期勤続者を対象とするリフレッシュ

休暇について、業務に従事した時間全体を通じた貢献に対する報償とい

う趣旨で付与していることから、通常の労働者であるＸに対し、勤続 10

年で３日、20年で５日、30年で７日の休暇を付与している。派遣元事業

主であるＢ社は、Ａ社に派遣されている派遣労働者であるＹに対し、所

定労働時間に比例した日数を付与している。 

 

５ その他 

（１）教育訓練であって、現在の職務の遂行に必要な技能又は知識を習得する

ために実施するもの 

教育訓練であって、派遣先が、現在の業務の遂行に必要な能力を付与す

るために実施するものについて、派遣先は、派遣元事業主からの求めに応

じ、その雇用する通常の労働者と業務の内容が同一である派遣労働者には、

派遣先に雇用される通常の労働者と同一の教育訓練を実施する等必要な

措置を講じなければならない。なお、派遣元事業主についても、労働者派
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遣法第 30条の３の規定に基づく義務を免れるものではない。 

また、派遣労働者と派遣先に雇用される通常の労働者との間で業務の内

容に一定の相違がある場合においては、派遣元事業主は、派遣労働者と派

遣先に雇用される通常の労働者との間の職務の内容、職務の内容及び配置

の変更の範囲その他の事情の相違に応じた教育訓練を実施しなければな

らない。 

なお、労働者派遣法第 30 条の２第１項の規定に基づき、派遣元事業主

は、派遣労働者に対し、段階的かつ体系的な教育訓練を実施しなければな

らない。 

 

（２）安全管理に関する措置又は給付 

派遣元事業主は、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の業務環境に

置かれている派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の

安全管理に関する措置及び給付をしなければならない。 

なお、派遣先及び派遣元事業主は、労働者派遣法第 45 条等の規定に基

づき、派遣労働者の安全と健康を確保するための義務を履行しなければな

らない。 

 

第５ 協定対象派遣労働者 

協定対象派遣労働者の待遇に関して、原則となる考え方及び具体例は次のと

おりである。 

１ 賃金 

労働者派遣法第 30 条の４第１項第２号イにおいて、協定対象派遣労働者

の賃金の決定の方法については、同種の業務に従事する一般の労働者の平均

的な賃金の額として厚生労働省令で定めるものと同等以上の賃金の額とな

るものでなければならないこととされている。 

また、同号ロにおいて、その賃金の決定の方法は、協定対象派遣労働者の

職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験その他の就業の実態に関する

事項の向上があった場合に賃金が改善されるものでなければならないこと

とされている。 

さらに、同項第３号において、派遣元事業主は、この方法により賃金を決

定するに当たっては、協定対象派遣労働者の職務の内容、職務の成果、意欲、

能力又は経験その他の就業の実態に関する事項を公正に評価し、その賃金を

決定しなければならないこととされている。 

 

２ 福利厚生 
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（１）福利厚生施設（給食施設、休憩室及び更衣室をいう。以下この（１）に

おいて同じ。） 

派遣先は、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の事業所で働く協定

対象派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の福利厚生

施設の利用を認めなければならない。 

なお、派遣元事業主についても、労働者派遣法第 30 条の３の規定に基

づく義務を免れるものではない。 

 

（２）転勤者用社宅 

派遣元事業主は、派遣元事業主の雇用する通常の労働者と同一の支給要

件（例えば、転勤の有無、扶養家族の有無、住宅の賃貸又は収入の額）を

満たす協定対象派遣労働者には、派遣元事業主の雇用する通常の労働者と

同一の転勤者用社宅の利用を認めなければならない。 

 

（３）慶弔休暇並びに健康診断に伴う勤務免除及び有給の保障 

派遣元事業主は、協定対象派遣労働者にも、派遣元事業主の雇用する通

常の労働者と同一の慶弔休暇の付与並びに健康診断に伴う勤務免除及び

有給の保障を行わなければならない。 

 

（問題とならない例） 

派遣元事業主であるＢ社においては、慶弔休暇について、Ｂ社の雇用

する通常の労働者であるＸと同様の出勤日が設定されている協定対象

派遣労働者であるＹに対しては、通常の労働者と同様に慶弔休暇を付与

しているが、週２日の勤務の協定対象派遣労働者であるＷに対しては、

勤務日の振替での対応を基本としつつ、振替が困難な場合のみ慶弔休暇

を付与している。 

 

（４）病気休職 

派遣元事業主は、協定対象派遣労働者（有期雇用労働者である場合を除

く。）には、派遣元事業主の雇用する通常の労働者と同一の病気休職の取

得を認めなければならない。また、有期雇用労働者である協定対象派遣労

働者にも、労働契約が終了するまでの期間を踏まえて、病気休職の取得を

認めなければならない。 

 

（問題とならない例） 

派遣元事業主であるＢ社においては、労働契約の期間が１年である有
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期雇用労働者であり、かつ、協定対象派遣労働者であるＹについて、病

気休職の期間は労働契約の期間が終了する日までとしている。 

 

（５）法定外の有給の休暇その他の法定外の休暇（慶弔休暇を除く。）であっ

て、勤続期間に応じて取得を認めているもの 

法定外の有給の休暇その他の法定外の休暇（慶弔休暇を除く。）であっ

て、勤続期間に応じて取得を認めているものについて、派遣元事業主は、

派遣元事業主の雇用する通常の労働者と同一の勤続期間である協定対象

派遣労働者には、派遣元事業主の雇用する通常の労働者と同一の法定外の

有給の休暇その他の法定外の休暇（慶弔休暇を除く。）を付与しなければ

ならない。なお、期間の定めのある労働契約を更新している場合には、当

初の労働契約の開始時から通算して勤続期間を評価することを要する。 

 

（問題とならない例） 

派遣元事業主であるＢ社においては、長期勤続者を対象とするリフレ

ッシュ休暇について、業務に従事した時間全体を通じた貢献に対する報

償という趣旨で付与していることから、Ｂ社に雇用される通常の労働者

であるＸに対し、勤続 10年で３日、20年で５日、30年で７日の休暇を

付与しており、協定対象派遣労働者であるＹに対し、所定労働時間に比

例した日数を付与している。 

 

３ その他 

（１）教育訓練であって、現在の職務の遂行に必要な技能又は知識を習得する

ために実施するもの 

教育訓練であって、派遣先が、現在の業務の遂行に必要な能力を付与す

るために実施するものについて、派遣先は、派遣元事業主からの求めに応

じ、派遣先に雇用される通常の労働者と業務の内容が同一である協定対象

派遣労働者には、派遣先に雇用される通常の労働者と同一の教育訓練を実

施する等必要な措置を講じなければならない。なお、派遣元事業主につい

ても、労働者派遣法第 30 条の３の規定に基づく義務を免れるものではな

い。 

また、協定対象派遣労働者と派遣元事業主が雇用する通常の労働者との

間で業務の内容に一定の相違がある場合においては、派遣元事業主は、協

定対象派遣労働者と派遣元事業主の雇用する通常の労働者との間の職務

の内容、職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事情の相違に応じた教

育訓練を実施しなければならない。 
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なお、労働者派遣法第 30 条の２第１項の規定に基づき、派遣元事業主

は、協定対象派遣労働者に対し、段階的かつ体系的な教育訓練を実施しな

ければならない。 

 

（２）安全管理に関する措置及び給付 

派遣元事業主は、派遣元事業主の雇用する通常の労働者と同一の業務環

境に置かれている協定対象派遣労働者には、派遣元事業主の雇用する通常

の労働者と同一の安全管理に関する措置及び給付をしなければならない。 

なお、派遣先及び派遣元事業主は、労働者派遣法第 45 条等の規定に基

づき、協定対象派遣労働者の安全と健康を確保するための義務を履行しな

ければならない。 



（別添３）
月末一週間の就業時間別非農林業雇用者

※ベンチマーク人口切替えのため、2013年から2016年については、比率を除き時系列接続用数値である。

時系列接続用数値（実数）（万人）
男女計 女性 男性
総数（非農林
業雇用者）

休業者 週1～34時間 週35時間以上
総数（非農林
業雇用者）

休業者 週1～34時間 週35時間以上
総数（非農林
業雇用者）

休業者 週1～34時間 週35時間以上

2013 平成25年 5514 102 1572 3811 2389 66 1065 1246 3125 36 507 2565
2014 平成26年 5560 110 1655 3761 2420 73 1114 1219 3139 38 540 2542
2015 平成27年 5610 113 1640 3824 2460 76 1114 1258 3149 37 525 2567
2016 平成28年 5696 114 1690 3858 2517 78 1147 1277 3179 36 542 2580
2017 平成29年 5762 120 1607 3998 2564 83 1123 1344 3197 37 485 2653
2018 平成30年 5877 137 1817 3888 2644 94 1231 1305 3233 43 586 2584

出所：総務省統計局「労働力調査」より作成。



（別添３）
雇用形態別役員を除く雇用者数
※ベンチマーク人口切替えのため、2005年から2016年については、比率を除き時系列接続用数値である。
※2011年の数値は補完推計値。

時系列接続用数値（実数）（万人）
男女計 女性 男性

正規の職員・
従業員数

非正規の職
員・従業員数

労働者派遣事
業所の派遣社
員

正規の職員・
従業員数

非正規の職
員・従業員数

労働者派遣事
業所の派遣社
員

正規の職員・
従業員数

非正規の職
員・従業員数

労働者派遣事
業所の派遣社
員

2002 平成14年 3489 1451 43 1052 1021 33 2437 431 10
2003 平成15年 3444 1504 50 1034 1061 37 2410 444 13
2004 平成16年 3410 1564 85 1025 1098 57 2385 466 28
2005 平成17年 3375 1634 106 1018 1126 64 2357 507 42
2006 平成18年 3415 1678 128 1036 1159 78 2378 519 49
2007 平成19年 3449 1735 133 1041 1196 81 2408 539 54
2008 平成20年 3410 1765 140 1043 1205 85 2367 560 55
2009 平成21年 3395 1727 108 1050 1200 72 2345 527 37
2010 平成22年 3374 1763 96 1051 1223 63 2324 540 35
2011 平成23年 3355 1812 96 1040 1241 59 2315 571 39
2012 平成24年 3345 1816 91 1042 1249 55 2304 566 36
2013 平成25年 3302 1910 116 1029 1298 69 2273 611 48
2014 平成26年 3288 1967 119 1022 1335 72 2267 631 48
2015 平成27年 3317 1986 127 1045 1350 77 2272 636 50
2016 平成28年 3367 2023 133 1080 1373 78 2287 651 55
2017 平成29年 3423 2036 134 1114 1389 81 2310 647 53
2018 平成30年 3476 2120 136 1137 1451 85 2339 669 51

出所：総務省統計局「労働力調査」より作成。



（別添３）
雇用契約期間別役員を除く雇用者数
※2018年1月の調査票変更以降の調査事項のため、過去数値はない。

実数（万人）
男女計 女性 男性

役員を除く雇
用者

無期の契約 有期の契約 1年以下
雇用契約期間
の定めがある
かわからない

役員を除く雇
用者

無期の契約 有期の契約 1年以下
雇用契約期間
の定めがある
かわからない

役員を除く雇
用者

無期の契約 有期の契約 1年以下
雇用契約期間
の定めがある
かわからない

2018 平成30年 5605 3680 1563 770 331 2589 1457 915 485 195 3016 2222 648 285 136
出所：総務省統計局「労働力調査」より作成。



（別添４）

　無期雇用労働者、有期雇用労働者、臨時労働者の男女間所定内給与格差（時間当たり）

区分
男女間所定内給与格差

（時間当たり）

無期雇用労働者 76.3

有期雇用労働者 80.3

臨時労働者 49.7

出所：厚生労働省「平成29年賃金構造基本統計調査」より作成。

　各区分における男性労働者の１時間当たり平均所定内給与額を１００とした、

　 　女性労働者の１時間当たり平均所定内給与額の割合。

　無期雇用労働者とは、期間を定めずに雇われている労働者をいう。

　有期雇用労働者とは、１か月を超える期間を定めて雇われている労働者並びに、

日々又は１か月以内の期間を定めて雇われている労働者のうち

調査対象月の前月及び前々月にそれぞれ18日以上雇われた労働者をいう。

　臨時労働者とは、日々又は１か月以内の期間を定めて雇われている労働者のうち

調査対象月の前月及び前々月に雇われた日数がいずれかの月において

17日以下の労働者をいう。



（別添５） 

 

○ 産業別男女間所定内給与格差（時間当たり） 

 

区  分 
男女間所定内給与格差 

（時間あたり） 

産業計 ７４．７ 

鉱業,採石業,砂利採取業 ７６．２ 

建設業 ７３．１ 

製造業 ６７．１ 

電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業 ７７．８ 

情報通信業 ７７．９ 

運輸業,郵便業 ８１．７ 

卸売業,小売業 ６９．７ 

金融業,保険業 ６２．７ 

不動産業,物品賃貸業 ７２．７ 

学術研究,専門・技術ｻｰﾋﾞｽ業 ７２．０ 

宿泊業,飲食ｻｰﾋﾞｽ業 ７５．９ 

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業,娯楽業 ７８．１ 

教育,学習支援業 ６９．９ 

医療,福祉 ７５．９ 

複合ｻｰﾋﾞｽ事業 ７２．６ 

ｻｰﾋﾞｽ業(他に分類されないもの) ８１．７ 

 

出所：厚生労働省「平成 29 年賃金構造基本統計調査」より作成。 

各産業における男性一般労働者の１時間あたり平均給与内給与額を１００とした、

各産業の女性一般労働者の１時間あたり平均所定内給与額の割合。 



○ 職種別男女間所定内給与格差（時間当たり） 

 

区  分 男女間所定内給与格差（時間あたり） 

化学分析員 ８３．０ 

医師 ８１．５ 

薬剤師 ９４．７ 

臨床検査技師 ９６．８ 

理学療法士、作業療法士 ９７．２ 

福祉施設介護員 ９１．９ 

公認会計士、税理士 １０７．４ 

高等学校教員 ８８．７ 

大学講師 ９１．０ 

各種学校・専修学校教員 ８６．０ 

個人教師、塾・予備校講師 ８７．０ 

デザイナー ７７．５ 

電子計算機オペレーター ８４．５ 

百貨店店員 ８２．３ 

販売店員(百貨店店員を除く。) ８１．４ 

理容・美容師 ９０．５ 

洗たく工 ７９．８ 

調理士 ７６．７ 

調理士見習 ８５．８ 

給仕従事者 ８３．５ 

娯楽接客員 ８５．８ 

金属検査工 ７０．５ 

通信機器組立工 ７５．１ 

プリント配線工 ７９．１ 

軽電機器検査工 ７５．６ 

パン・洋生菓子製造工 ８０．８ 

ビル清掃員 ８０．７ 

 

出所：厚生労働省「平成 29 年賃金構造基本統計調査」より作成。 

※ 以下の基準を満たす職種を抽出し、男女間の所定内給与の格差を算出。 

・労働者数が５千人以上である職種 

・職種別労働者における女性の割合が３０～７０％の範囲内である職種 

・男女間の勤続年数の差が５年未満の職種 

（別添６） 
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に
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け
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女
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等
な
機
会
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び
待
遇
の
確
保
等
女
子

労
働
者
の
福
祉
の
増
進
に
関
す
る
法
律
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昭
和
四
十
七
年
法
律
第
百
十
三

号
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第
九
条
、
第
十
条
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第
十
四
条
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第
二
十
一
条
及
び
第
三
十
三
条
第

二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
雇
用
の
分
野
に
お
け
る
男
女
の
均
等
な
機
会
及

び
待
遇
の
確
保
等
女
子
労
働
者
の
福
祉
の
増
進
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す
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律
施
行
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を
次
の
よ
う
に
定
め
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雇
用
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野
に
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け
る
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等
な
機
会
及
び
待
遇
の
確
保
等

に
関
す
る
法
律
施
行
規
則 

（
平
九
労
令
三
一
・
平
一
〇
労
令
七
・
改
称
） 

（
福
利
厚
生
） 

第
一
条 

雇
用
の
分
野
に
お
け
る
男
女
の
均
等
な
機
会
及
び
待
遇
の
確
保

等
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
第
六
条
第
二
号
の
厚
生

労
働
省
令
で
定
め
る
福
利
厚
生
の
措
置
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。 

一 

生
活
資
金
、
教
育
資
金
そ
の
他
労
働
者
の
福
祉
の
増
進
の
た
め
に

行
わ
れ
る
資
金
の
貸
付
け 

二 

労
働
者
の
福
祉
の
増
進
の
た
め
に
定
期
的
に
行
わ
れ
る
金
銭
の
給

付 

三 

労
働
者
の
資
産
形
成
の
た
め
に
行
わ
れ
る
金
銭
の
給
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四 
住
宅
の
貸
与 

（別添９） 



（
昭
六
三
労
令
三
三
・
一
部
改
正
、
平
一
〇
労
令
七
・
旧
第
二

条
繰
上
・
一
部
改
正
、
平
一
二
労
令
四
一
・
平
一
八
厚
労
令
一

八
三
・
一
部
改
正
） 

（
実
質
的
に
性
別
を
理
由
と
す
る
差
別
と
な
る
お
そ
れ
が
あ
る
措
置
） 

第
二
条 

法
第
七
条
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
措
置
は
、
次
の
と
お
り

と
す
る
。 

一 

労
働
者
の
募
集
又
は
採
用
に
関
す
る
措
置
で
あ
つ
て
、
労
働
者
の

身
長
、
体
重
又
は
体
力
に
関
す
る
事
由
を
要
件
と
す
る
も
の 

二 

労
働
者
の
募
集
若
し
く
は
採
用
、
昇
進
又
は
職
種
の
変
更
に
関
す

る
措
置
で
あ
つ
て
、
労
働
者
の
住
居
の
移
転
を
伴
う
配
置
転
換
に
応

じ
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
を
要
件
と
す
る
も
の 

三 

労
働
者
の
昇
進
に
関
す
る
措
置
で
あ
つ
て
、
労
働
者
が
勤
務
す
る

事
業
場
と
異
な
る
事
業
場
に
配
置
転
換
さ
れ
た
経
験
が
あ
る
こ
と
を

要
件
と
す
る
も
の 

（
平
一
八
厚
労
令
一
八
三
・
全
改
、
平
二
五
厚
労
令
一
三
三
・

一
部
改
正
） 

（
法
第
九
条
第
三
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
妊
娠
又
は
出
産
に
関

す
る
事
由
） 

第
二
条
の
二 

法
第
九
条
第
三
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
妊
娠
又
は

出
産
に
関
す
る
事
由
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。 

一 

妊
娠
し
た
こ
と
。 

二 

出
産
し
た
こ
と
。 

三 

法
第
十
二
条
若
し
く
は
第
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
措
置
を

求
め
、
又
は
こ
れ
ら
の
規
定
に
よ
る
措
置
を
受
け
た
こ
と
。 

四 

労
働
基
準
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
四
十
九
号
）
第
六
十
四
条

の
二
第
一
号
若
し
く
は
第
六
十
四
条
の
三
第
一
項
の
規
定
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よ
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務
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就
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こ
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き
ず
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規
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よ
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又
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つ
い
て
同
条
第
二
項
の
労
働
時

間
を
超
え
て
労
働
し
な
か
つ
た
こ
と
、
同
法
第
六
十
六
条
第
二
項
の

規
定
に
よ
る
請
求
を
し
、
若
し
く
は
同
項
の
規
定
に
よ
り
時
間
外
労

働
を
せ
ず
若
し
く
は
休
日
に
労
働
し
な
か
つ
た
こ
と
又
は
同
法
第
六

十
六
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
を
し
、
若
し
く
は
同
項
の
規
定

に
よ
り
深
夜
業
を
し
な
か
つ
た
こ
と
。 

八 

労
働
基
準
法
第
六
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
を
し
、
又

は
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
育
児
時
間
を
取
得
し
た
こ
と
。 

九 

妊
娠
又
は
出
産
に
起
因
す
る
症
状
に
よ
り
労
務
の
提
供
が
で
き
な

い
こ
と
若
し
く
は
で
き
な
か
つ
た
こ
と
又
は
労
働
能
率
が
低
下
し
た

こ
と
。 （

平
一
八
厚
労
令
一
八
三
・
追
加
、
平
二
八
厚
労
令
一
三
七
・

一
部
改
正
） 

（
法
第
十
一
条
の
二
第
一
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
妊
娠
又
は
出

産
に
関
す
る
事
由
） 

第
二
条
の
三 

法
第
十
一
条
の
二
第
一
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
妊

娠
又
は
出
産
に
関
す
る
事
由
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。 

一 

妊
娠
し
た
こ
と
。 

二 

出
産
し
た
こ
と
。 

三 

法
第
十
二
条
若
し
く
は
第
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
措
置
を

求
め
よ
う
と
し
、
若
し
く
は
措
置
を
求
め
、
又
は
こ
れ
ら
の
規
定
に

よ
る
措
置
を
受
け
た
こ
と
。 

四 

労
働
基
準
法
第
六
十
四
条
の
二
第
一
号
若
し
く
は
第
六
十
四
条
の

三
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
業
務
に
就
く
こ
と
が
で
き
ず
、
若
し
く
は

こ
れ
ら
の
規
定
に
よ
り
業
務
に
従
事
し
な
か
つ
た
こ
と
又
は
同
法
第

六
十
四
条
の
二
第
一
号
若
し
く
は
女
性
労
働
基
準
規
則
第
二
条
第
二

項
の
規
定
に
よ
る
申
出
を
し
よ
う
と
し
、
若
し
く
は
申
出
を
し
、
若

し
く
は
こ
れ
ら
の
規
定
に
よ
り
業
務
に
従
事
し
な
か
つ
た
こ
と
。 

五 

労
働
基
準
法
第
六
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
休
業
を
請
求
し

よ
う
と
し
、
若
し
く
は
請
求
し
、
若
し
く
は
同
項
の
規
定
に
よ
る
休

業
を
し
た
こ
と
又
は
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
就
業
で
き
ず
、
若

し
く
は
同
項
の
規
定
に
よ
る
休
業
を
し
た
こ
と
。 

六 
労
働
基
準
法
第
六
十
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
を
し
よ
う



と
し
、
若
し
く
は
請
求
を
し
、
又
は
同
項
の
規
定
に
よ
り
他
の
軽
易

な
業
務
に
転
換
し
た
こ
と
。 

七 

労
働
基
準
法
第
六
十
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
を
し
よ
う

と
し
、
若
し
く
は
請
求
を
し
、
若
し
く
は
同
項
の
規
定
に
よ
り
一
週

間
に
つ
い
て
同
法
第
三
十
二
条
第
一
項
の
労
働
時
間
若
し
く
は
一
日

に
つ
い
て
同
条
第
二
項
の
労
働
時
間
を
超
え
て
労
働
し
な
か
つ
た
こ

と
、
同
法
第
六
十
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
を
し
よ
う
と

し
、
若
し
く
は
請
求
を
し
、
若
し
く
は
同
項
の
規
定
に
よ
り
時
間
外

労
働
を
せ
ず
若
し
く
は
休
日
に
労
働
し
な
か
つ
た
こ
と
又
は
同
法
第

六
十
六
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
を
し
よ
う
と
し
、
若
し
く
は

請
求
を
し
、
若
し
く
は
同
項
の
規
定
に
よ
り
深
夜
業
を
し
な
か
つ
た

こ
と
。 

八 

労
働
基
準
法
第
六
十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
を
し
よ
う

と
し
、
若
し
く
は
請
求
を
し
、
又
は
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
育

児
時
間
を
取
得
し
た
こ
と
。 

九 

妊
娠
又
は
出
産
に
起
因
す
る
症
状
に
よ
り
労
務
の
提
供
が
で
き
な

い
こ
と
若
し
く
は
で
き
な
か
つ
た
こ
と
又
は
労
働
能
率
が
低
下
し
た

こ
と
。 

（
平
二
八
厚
労
令
一
三
七
・
追
加
） 

（
法
第
十
二
条
の
措
置
） 

第
二
条
の
四 

事
業
主
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
雇
用
す

る
女
性
労
働
者
が
保
健
指
導
又
は
健
康
診
査
を
受
け
る
た
め
に
必
要
な

時
間
を
確
保
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

当
該
女
性
労
働
者
が
妊
娠
中
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
次
の
表

の
上
欄
に
掲
げ
る
妊
娠
週
数
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下

欄
に
掲
げ
る
期
間
以
内
ご
と
に
一
回
、
当
該
必
要
な
時
間
を
確
保
す

る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
医
師
又
は
助
産
師

が
こ
れ
と
異
な
る
指
示
を
し
た
と
き
は
、
そ
の
指
示
す
る
と
こ
ろ
に

よ
り
、
当
該
必
要
な
時
間
を
確
保
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る

こ
と
。

 

二 

当
該
女
性
労
働
者
が
出
産
後
一
年
以
内
で
あ
る
場
合
に
あ
つ
て

は
、
医
師
又
は
助
産
師
が
保
健
指
導
又
は
健
康
診
査
を
受
け
る
こ
と

を
指
示
し
た
と
き
は
、
そ
の
指
示
す
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
必
要

 

妊
娠
週
数 

期
間 

妊
娠
二
十
三
週
ま
で 

四
週 

妊
娠
二
十
四
週
か
ら
三
十
五
週
ま
で 

二
週 

妊
娠
三
十
六
週
か
ら
出
産
ま
で 

一
週 



な
時
間
を
確
保
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。 

（
平
一
八
厚
労
令
一
八
三
・
追
加
、
平
二
八
厚
労
令
一
三
七
・

旧
第
二
条
の
三
繰
下
） 

（
主
任
調
停
委
員
） 

第
三
条 

紛
争
調
整
委
員
会
（
以
下
「
委
員
会
」
と
い
う
。
）
の
会
長

は
、
調
停
委
員
の
う
ち
か
ら
、
法
第
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
委

任
を
受
け
て
同
項
に
規
定
す
る
紛
争
に
つ
い
て
の
調
停
を
行
う
た
め
の

会
議
（
以
下
「
機
会
均
等
調
停
会
議
」
と
い
う
。
）
を
主
任
と
な
つ
て

主
宰
す
る
調
停
委
員
（
以
下
「
主
任
調
停
委
員
」
と
い
う
。
）
を
指
名

す
る
。 

２ 

主
任
調
停
委
員
に
事
故
が
あ
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
そ
の
指
名
す

る
調
停
委
員
が
、
そ
の
職
務
を
代
理
す
る
。 

（
平
一
三
厚
労
令
一
九
一
・
全
改
、
平
一
八
厚
労
令
一
八
三
・

一
部
改
正
） 

（
機
会
均
等
調
停
会
議
） 

第
四
条 

機
会
均
等
調
停
会
議
は
、
主
任
調
停
委
員
が
招
集
す
る
。 

２ 

機
会
均
等
調
停
会
議
は
、
調
停
委
員
二
人
以
上
が
出
席
し
な
け
れ

ば
、
開
く
こ
と
が
で
き
な
い
。 

３ 

機
会
均
等
調
停
会
議
は
、
公
開
し
な
い
。 

（
平
一
三
厚
労
令
一
九
一
・
全
改
） 

（
機
会
均
等
調
停
会
議
の
庶
務
） 

第
五
条 

機
会
均
等
調
停
会
議
の
庶
務
は
、
当
該
都
道
府
県
労
働
局
雇
用

環
境
・
均
等
部
（
北
海
道
労
働
局
、
東
京
労
働
局
、
神
奈
川
労
働
局
、

愛
知
労
働
局
、
大
阪
労
働
局
、
兵
庫
労
働
局
及
び
福
岡
労
働
局
以
外
の

都
道
府
県
労
働
局
に
あ
っ
て
は
、
雇
用
環
境
・
均
等
室
。
）
に
お
い
て

処
理
す
る
。 

（
平
一
三
厚
労
令
一
九
一
・
全
改
、
平
二
八
厚
労
令
八
〇
・
一

部
改
正
） 

（
調
停
の
申
請
） 

第
六
条 

法
第
十
八
条
第
一
項
の
調
停
（
以
下
「
調
停
」
と
い
う
。
）
の

申
請
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
調
停
申
請
書
（
別
記
様
式
）
を
当
該
調

停
に
係
る
紛
争
の
関
係
当
事
者
（
労
働
者
及
び
事
業
主
を
い
う
。
以
下

同
じ
。
）
で
あ
る
労
働
者
に
係
る
事
業
場
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
都
道

府
県
労
働
局
の
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
平
九
労
令
三
一
・
一
部
改
正
、
平
一
〇
労
令
七
・
旧
第
九
条

繰
上
・
一
部
改
正
、
平
一
二
労
令
二
・
一
部
改
正
、
平
一
三
厚



労
令
一
九
一
・
旧
第
八
条
繰
上
・
一
部
改
正
、
平
一
八
厚
労
令

一
八
三
・
一
部
改
正
） 

（
調
停
開
始
の
決
定
） 

第
七
条 

都
道
府
県
労
働
局
長
は
、
委
員
会
に
調
停
を
行
わ
せ
る
こ
と
と

し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
そ
の
旨
を
会
長
及
び
主
任
調
停
委
員
に
通

知
す
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

都
道
府
県
労
働
局
長
は
、
委
員
会
に
調
停
を
行
わ
せ
る
こ
と
と
し
た

と
き
は
関
係
当
事
者
の
双
方
に
対
し
て
、
調
停
を
行
わ
せ
な
い
こ
と
と

し
た
と
き
は
調
停
を
申
請
し
た
関
係
当
事
者
に
対
し
て
、
遅
滞
な
く
、

そ
の
旨
を
書
面
に
よ
つ
て
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。 

（
平
九
労
令
三
一
・
一
部
改
正
、
平
一
〇
労
令
七
・
旧
第
十
一

条
繰
上
・
一
部
改
正
、
平
一
二
労
令
二
・
一
部
改
正
、
平
一
三

厚
労
令
一
九
一
・
旧
第
九
条
繰
上
・
一
部
改
正
） 

（
関
係
当
事
者
等
か
ら
の
事
情
聴
取
等
） 

第
八
条 

法
第
二
十
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
委
員
会
か
ら

出
頭
を
求
め
ら
れ
た
者
は
、
機
会
均
等
調
停
会
議
に
出
頭
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
出
頭
を
求
め
ら
れ
た
者
は
、

主
任
調
停
委
員
の
許
可
を
得
て
、
補
佐
人
を
伴
つ
て
出
頭
す
る
こ
と
が

で
き
る
。 

２ 

補
佐
人
は
、
主
任
調
停
委
員
の
許
可
を
得
て
陳
述
を
行
う
こ
と
が
で

き
る
。 

３ 

法
第
二
十
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
委
員
会
か
ら
出
頭

を
求
め
ら
れ
た
者
は
、
主
任
調
停
委
員
の
許
可
を
得
て
当
該
事
件
に
つ

い
て
意
見
を
述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
法
第
二

十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
委
員
会
か
ら
出
頭
を
求
め
ら
れ
た
者
は
、

主
任
調
停
委
員
の
許
可
を
得
て
他
人
に
代
理
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。 

４ 

前
項
の
規
定
に
よ
り
他
人
に
代
理
さ
せ
る
こ
と
に
つ
い
て
主
任
調
停

委
員
の
許
可
を
得
よ
う
と
す
る
者
は
、
代
理
人
の
氏
名
、
住
所
及
び
職

業
を
記
載
し
た
書
面
に
、
代
理
権
授
与
の
事
実
を
証
明
す
る
書
面
を
添

付
し
て
、
主
任
調
停
委
員
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
平
一
〇
労
令
七
・
旧
第
十
二
条
繰
上
、
平
一
三
厚
労
令
一
九

一
・
旧
第
十
条
繰
上
・
一
部
改
正
、
平
一
八
厚
労
令
一
八
三
・

一
部
改
正
） 

（
文
書
等
の
提
出
） 

第
九
条 

委
員
会
は
、
当
該
事
件
の
事
実
の
調
査
の
た
め
に
必
要
が
あ
る

と
認
め
る
と
き
は
、
関
係
当
事
者
に
対
し
、
当
該
事
件
に
関
係
の
あ
る



文
書
又
は
物
件
の
提
出
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。 

（
平
一
〇
労
令
七
・
旧
第
十
三
条
繰
上
、
平
一
三
厚
労
令
一
九

一
・
旧
第
十
一
条
繰
上
） 

（
調
停
手
続
の
実
施
の
委
任
） 

第
十
条 

委
員
会
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
調
停
の
手
続
の

一
部
を
特
定
の
調
停
委
員
に
行
わ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に

お
い
て
、
第
四
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
は
適
用
せ
ず
、
第
八
条

の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
条
中
「
主
任
調
停
委
員
」
と
あ
る
の

は
、
「
特
定
の
調
停
委
員
」
と
す
る
。 

２ 

委
員
会
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
事
件
の
事
実
の

調
査
を
都
道
府
県
労
働
局
雇
用
環
境
・
均
等
部
（
北
海
道
労
働
局
、
東

京
労
働
局
、
神
奈
川
労
働
局
、
愛
知
労
働
局
、
大
阪
労
働
局
、
兵
庫
労

働
局
及
び
福
岡
労
働
局
以
外
の
都
道
府
県
労
働
局
に
あ
っ
て
は
、
雇
用

環
境
・
均
等
室
。
）
の
職
員
に
委
嘱
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

（
平
一
八
厚
労
令
一
八
三
・
全
改
、
平
二
八
厚
労
令
八
〇
・
一

部
改
正
） 

（
関
係
労
使
を
代
表
す
る
者
の
指
名
） 

第
十
一
条 

委
員
会
は
、
法
第
二
十
一
条
の
規
定
に
よ
り
意
見
を
聴
く
必

要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
委
員
会
が
置
か
れ
る
都
道
府
県
労

働
局
の
管
轄
区
域
内
の
主
要
な
労
働
者
団
体
又
は
事
業
主
団
体
に
対
し

て
、
期
限
を
付
し
て
関
係
労
働
者
を
代
表
す
る
者
又
は
関
係
事
業
主
を

代
表
す
る
者
の
指
名
を
求
め
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

前
項
の
求
め
が
あ
つ
た
場
合
に
は
、
当
該
労
働
者
団
体
又
は
事
業
主

団
体
は
、
当
該
事
件
に
つ
き
意
見
を
述
べ
る
者
の
氏
名
及
び
住
所
を
委

員
会
に
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。 

（
平
九
労
令
三
一
・
一
部
改
正
、
平
一
〇
労
令
七
・
旧
第
十
五

条
繰
上
・
一
部
改
正
、
平
一
二
労
令
二
・
一
部
改
正
、
平
一
三

厚
労
令
一
九
一
・
旧
第
十
三
条
繰
上
、
平
一
八
厚
労
令
一
八

三
・
一
部
改
正
） 

（
調
停
案
の
受
諾
の
勧
告
） 

第
十
二
条 

調
停
案
の
作
成
は
、
調
停
委
員
の
全
員
一
致
を
も
つ
て
行
う

も
の
と
す
る
。 

２ 

委
員
会
は
、
調
停
案
の
受
諾
を
勧
告
す
る
場
合
に
は
、
関
係
当
事
者

の
双
方
に
対
し
、
受
諾
す
べ
き
期
限
を
定
め
て
行
う
も
の
と
す
る
。 

３ 

関
係
当
事
者
は
、
調
停
案
を
受
諾
し
た
と
き
は
、
そ
の
旨
を
記
載

し
、
記
名
押
印
し
た
書
面
を
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 



（
平
一
〇
労
令
七
・
旧
第
十
六
条
繰
上
、
平
一
三
厚
労
令
一
九

一
・
旧
第
十
四
条
繰
上
・
一
部
改
正
） 

（
深
夜
業
に
従
事
す
る
女
性
労
働
者
に
対
す
る
措
置
） 

第
十
三
条 

事
業
主
は
、
女
性
労
働
者
の
職
業
生
活
の
充
実
を
図
る
た

め
、
当
分
の
間
、
女
性
労
働
者
を
深
夜
業
に
従
事
さ
せ
る
場
合
に
は
、

通
勤
及
び
業
務
の
遂
行
の
際
に
お
け
る
当
該
女
性
労
働
者
の
安
全
の
確

保
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
よ
う
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。 

（
平
一
〇
労
令
七
・
追
加
、
平
一
三
厚
労
令
一
九
一
・
旧
第
十

七
条
繰
上
、
平
一
八
厚
労
令
一
八
三
・
旧
第
十
五
条
繰
上
） 

（
権
限
の
委
任
） 

第
十
四
条 

法
第
二
十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
大
臣
の
権
限

は
、
厚
生
労
働
大
臣
が
全
国
的
に
重
要
で
あ
る
と
認
め
た
事
案
に
係
る

も
の
を
除
き
、
事
業
主
の
事
業
場
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
都
道
府
県
労

働
局
の
長
が
行
う
も
の
と
す
る
。 

（
平
九
労
令
三
一
・
旧
第
十
八
条
繰
下
・
一
部
改
正
、
平
一
〇

労
令
七
・
旧
第
十
九
条
繰
上
・
一
部
改
正
、
平
一
二
労
令
二
・

平
一
二
労
令
四
一
・
一
部
改
正
、
平
一
三
厚
労
令
一
九
一
・
旧

第
十
八
条
繰
上
、
平
一
八
厚
労
令
一
八
三
・
旧
第
十
六
条
繰

上
・
一
部
改
正
） 

附 

則 

こ
の
省
令
は
、
昭
和
六
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

附 

則 

（
平
成
九
年
九
月
二
五
日
労
働
省
令
第
三
一
号
） 

抄 

（
施
行
期
日
） 

１ 

こ
の
省
令
は
、
雇
用
の
分
野
に
お
け
る
男
女
の
均
等
な
機
会
及
び
待

遇
の
確
保
等
の
た
め
の
労
働
省
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
附
則

第
一
条
第
一
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
（
平
成
九
年
十
月
一
日
）

か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
十
一
条
中
雇
用
の
分
野
に
お
け
る
男
女

の
均
等
な
機
会
及
び
待
遇
の
確
保
等
女
子
労
働
者
の
福
祉
の
増
進
に
関

す
る
法
律
施
行
規
則
第
十
七
条
の
次
に
一
条
を
加
え
る
改
正
規
定
は
、

平
成
十
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

附 

則 

（
平
成
一
〇
年
三
月
一
三
日
労
働
省
令
第
七
号
） 

抄 

（
施
行
期
日
） 

１ 

こ
の
省
令
は
、
雇
用
の
分
野
に
お
け
る
男
女
の
均
等
な
機
会
及
び
待

遇
の
確
保
等
の
た
め
の
労
働
省
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
の
施

行
の
日
（
平
成
十
一
年
四
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。 

附 

則 

（
平
成
一
一
年
一
月
一
一
日
労
働
省
令
第
五
号
） 

抄 



１ 
こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 

３ 
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
雇
用
の
分
野
に
お
け
る
男
女
の
均

等
な
機
会
及
び
待
遇
の
確
保
等
女
性
労
働
者
の
福
祉
の
増
進
に
関
す
る

法
律
施
行
規
則
第
九
条
の
規
定
に
よ
る
調
停
申
請
書
は
、
当
分
の
間
、

な
お
従
前
の
様
式
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
は
、
押
印
す

る
こ
と
を
要
し
な
い
。 

附 

則 

（
平
成
一
二
年
一
月
三
一
日
労
働
省
令
第
二
号
） 

抄 

（
施
行
期
日
） 

第
一
条 

こ
の
省
令
は
、
平
成
十
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

（
処
分
、
申
請
等
に
関
す
る
経
過
措
置
） 

第
二
条 

地
方
分
権
の
推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す

る
法
律
（
以
下
「
地
方
分
権
推
進
整
備
法
」
と
い
う
。
）
の
施
行
前
に

改
正
前
の
そ
れ
ぞ
れ
の
法
律
若
し
く
は
こ
れ
に
基
づ
く
政
令
の
規
定

（
こ
れ
ら
の
規
定
を
準
用
す
る
他
の
法
律
又
は
こ
れ
に
基
づ
く
政
令
の

規
定
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
に
よ
り
都
道
府
県
労
働
基
準
局
長
若
し

く
は
都
道
府
県
知
事
が
行
つ
た
許
可
等
の
処
分
そ
の
他
の
行
為
（
以
下

「
処
分
等
の
行
為
」
と
い
う
。
）
又
は
地
方
分
権
推
進
整
備
法
の
施
行

の
際
現
に
改
正
前
の
そ
れ
ぞ
れ
の
法
律
若
し
く
は
こ
れ
に
基
づ
く
政
令

の
規
定
に
よ
り
都
道
府
県
労
働
基
準
局
長
若
し
く
は
都
道
府
県
知
事
に

対
し
て
さ
れ
て
い
る
許
可
等
の
申
請
そ
の
他
の
行
為
（
以
下
「
申
請
等

の
行
為
」
と
い
う
。
）
で
、
地
方
分
権
推
進
整
備
法
の
施
行
の
日
に
お

い
て
こ
れ
ら
の
行
為
に
係
る
行
政
事
務
を
地
方
分
権
推
進
整
備
法
に
よ

る
改
正
後
の
そ
れ
ぞ
れ
の
法
律
又
は
こ
れ
に
基
づ
く
労
働
省
令
の
規
定

（
こ
れ
ら
の
規
定
を
準
用
す
る
他
の
法
律
又
は
こ
れ
に
基
づ
く
労
働
省

令
の
規
定
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
に
よ
り
都
道
府
県
労
働
局
長
が
行

う
こ
と
と
な
る
も
の
は
、
地
方
分
権
推
進
整
備
法
の
施
行
の
日
以
後
に

お
け
る
改
正
後
の
そ
れ
ぞ
れ
の
法
律
又
は
こ
れ
に
基
づ
く
労
働
省
令
の

適
用
に
つ
い
て
は
、
改
正
後
の
そ
れ
ぞ
れ
の
法
律
又
は
こ
れ
に
基
づ
く

労
働
省
令
の
相
当
規
定
に
よ
り
都
道
府
県
労
働
局
長
が
し
た
処
分
等
の

行
為
又
は
都
道
府
県
労
働
局
長
に
対
し
て
さ
れ
た
申
請
等
の
行
為
と
み

な
す
。 

第
三
条 

こ
の
省
令
の
施
行
前
に
改
正
前
の
そ
れ
ぞ
れ
の
省
令
の
規
定
に

よ
り
さ
れ
た
処
分
等
の
行
為
又
は
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
改
正
前

の
そ
れ
ぞ
れ
の
省
令
の
規
定
に
よ
り
さ
れ
て
い
る
申
請
等
の
行
為
で
、

こ
の
省
令
の
施
行
の
日
に
お
い
て
こ
れ
ら
の
行
為
に
係
る
行
政
事
務
を

行
う
べ
き
者
が
異
な
る
こ
と
と
な
る
も
の
は
、
こ
の
省
令
の
施
行
の
日



以
後
に
お
け
る
改
正
後
の
そ
れ
ぞ
れ
の
省
令
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
改

正
後
の
そ
れ
ぞ
れ
の
省
令
の
相
当
規
定
に
よ
り
さ
れ
た
処
分
等
の
行
為

又
は
申
請
等
の
行
為
と
み
な
す
。 

第
四
条 

こ
の
省
令
の
施
行
前
に
改
正
前
の
そ
れ
ぞ
れ
の
省
令
の
規
定
に

よ
り
国
又
は
地
方
公
共
団
体
の
機
関
又
は
職
員
に
対
し
て
報
告
、
届

出
、
提
出
そ
の
他
の
手
続
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事
項
で
、
こ
の
省

令
の
施
行
の
日
前
に
そ
の
手
続
が
さ
れ
て
い
な
い
も
の
に
つ
い
て
は
、

こ
れ
を
改
正
後
の
そ
れ
ぞ
れ
の
省
令
の
相
当
規
定
に
よ
り
国
又
は
地
方

公
共
団
体
の
相
当
の
機
関
又
は
職
員
に
対
し
て
報
告
、
届
出
、
提
出
を

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事
項
に
つ
い
て
そ
の
手
続
が
さ
れ
て
い
な
い
も

の
と
み
な
し
て
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
そ
れ
ぞ
れ
の
省
令
の
規

定
を
適
用
す
る
。 

（
様
式
に
関
す
る
経
過
措
置
） 

第
六
条 

こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
提
出
さ
れ
又
は
交
付
さ
れ
て
い
る

こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
前
の
そ
れ
ぞ
れ
の
省
令
に
定
め
る
様
式
に
よ
る

申
請
書
等
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
そ
れ
ぞ
れ
の
省
令
に
定
め

る
相
当
様
式
に
よ
る
申
請
書
等
と
み
な
す
。 

第
七
条 

こ
の
省
令
の
施
行
の
際
、
現
に
存
す
る
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正

前
の
そ
れ
ぞ
れ
の
省
令
に
定
め
る
様
式
に
よ
る
申
請
書
等
の
用
紙
は
、

当
分
の
間
、
必
要
な
改
定
を
し
た
上
、
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

附 

則 

（
平
成
一
二
年
一
〇
月
三
一
日
労
働
省
令
第
四
一
号
） 

抄 

（
施
行
期
日
） 

第
一
条 

こ
の
省
令
は
、
内
閣
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
一

年
法
律
第
八
十
八
号
）
の
施
行
の
日
（
平
成
十
三
年
一
月
六
日
）
か
ら

施
行
す
る
。 

附 

則 

（
平
成
一
三
年
九
月
一
九
日
厚
生
労
働
省
令
第
一
九
一

号
） 

抄 

（
施
行
期
日
） 

第
一
条 

こ
の
省
令
は
、
法
の
施
行
の
日
（
平
成
十
三
年
十
月
一
日
）
か

ら
施
行
す
る
。 

（
雇
用
の
分
野
に
お
け
る
男
女
の
均
等
な
機
会
及
び
待
遇
の
確
保
等
に

関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
） 

第
三
条 

こ
の
省
令
の
施
行
の
日
の
前
日
に
お
い
て
従
前
の
機
会
均
等
調

停
委
員
会
の
委
員
で
あ
る
者
の
任
期
は
、
前
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前

の
雇
用
の
分
野
に
お
け
る
男
女
の
均
等
な
機
会
及
び
待
遇
の
確
保
等
に



関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
五
条
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の

日
に
満
了
す
る
。 

附 
則 

（
平
成
一
四
年
二
月
二
二
日
厚
生
労
働
省
令
第
一
四

号
） 
抄 

１ 

こ
の
省
令
は
、
保
健
婦
助
産
婦
看
護
婦
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

の
施
行
の
日
（
平
成
十
四
年
三
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。 

附 

則 

（
平
成
一
八
年
一
〇
月
一
一
日
厚
生
労
働
省
令
第
一
八

三
号
） 

こ
の
省
令
は
、
平
成
十
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

附 

則 

（
平
成
一
九
年
一
〇
月
一
日
厚
生
労
働
省
令
第
一
二
一

号
） 

抄 

（
施
行
期
日
） 

第
一
条 

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

附 

則 

（
平
成
二
五
年
一
二
月
二
四
日
厚
生
労
働
省
令
第
一
三

三
号
） 

抄 

（
施
行
期
日
） 

第
一
条 

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
六
年
七
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

（
雇
用
の
分
野
に
お
け
る
男
女
の
均
等
な
機
会
及
び
待
遇
の
確
保
等
に

関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
改
正
に
伴
う
経
過
措
置
） 

第
二
条 

雇
用
の
分
野
に
お
け
る
男
女
の
均
等
な
機
会
及
び
待
遇
の
確
保

等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
以
下
「
均
等
則
」
と
い
う
。
）
第
六
条

の
調
停
申
請
書
の
様
式
に
つ
い
て
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
均

等
則
別
記
様
式
（
第
六
条
関
係
）
に
か
か
わ
ら
ず
、
平
成
二
十
七
年
三

月
三
十
一
日
ま
で
の
間
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
。 

附 

則 

（
平
成
二
八
年
三
月
三
一
日
厚
生
労
働
省
令
第
八
〇

号
） 

抄 

（
施
行
期
日
） 

１ 

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
八
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

附 

則 

（
平
成
二
八
年
八
月
二
日
厚
生
労
働
省
令
第
一
三
七

号
） 

抄 

（
施
行
期
日
） 

第
一
条 

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
九
年
一
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

    



別
記
様
式
（
第
六
条
関
係
） 

（
平
二
十
五
年
厚
労
令
百
三
十
三
・
全
改
） 



（別添12）















































































（別添13）
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